
（議決事項  ）             第 1079 回経営委員会議案 

平成２０年１０月７日 

 

 

「放送法第９条第２項第２号の業務の基準」の変更について 

 

 

 「既放送番組等を電気通信回線を通じて一般の利用に供する業務」の

実施基準である「放送法第９条第２項第２号の業務の基準」（以下「実

施基準」という。）については、本年１２月に「ＮＨＫオンデマンド

サービス」を開始すること等に対応するため変更することとし、実施基

準の変更案を含む「放送法第９条第２項第２号の業務の基準およびこれ

に関連する考え方（案）」を対象に、９月１２日から３０日まで、視聴

者からの意見募集を行った。 

 意見募集の結果、特に実施基準の原案を修正する必要はないものと判

断し、規定内容の明確化を図るための字句修正のうえ、資料１の変更案

のとおり変更することとしたいので、定款第１３条第１項第１号スに基

づく議決を得たい。 

 本案議決のうえは、実施基準の変更案について総務大臣に認可申請を

行う。 

 

 

 なお、意見募集では、合計３７件の意見が寄せられた。 

 提出された意見とこれに対するＮＨＫの考え方については、資料２の

とおり整理するとともに、意見募集の結果等を踏まえて、資料３のとお

り、「放送法第９条第２項第２号の業務の基準およびこれに関連する考

え方（案）」に「受信料を財源として行う業務の規模見直しの考え方」

に関する資料を追加するなどの修正を行い、実施基準の変更についての

認可申請にあわせて、協会のホームページで公表する。 



《本議案の資料構成》 

 

資料１ 放送法第９条第２項第２号の業務の基準（案） 

 

資料２ 「インターネット実施基準」の変更案等に関する意見募集 実施結果 

 別紙１ 概要版 

 別紙２ 全文版 

 

資料３ 放送法第９条第２項第２号の業務の基準（案）およびこれに関連する考え方 

別紙１ 放送法第９条第２項第２号の業務の基準（案） 

別紙２ 番組アーカイブ業務に関する「実施基準」変更案関連事項 

別紙３ インターネット利用のための既放送番組等の提供基準 

別添１ ＮＨＫオンデマンドサービスの概要と仕組み 

別添２ 「インターネット実施基準」の新旧対照および変更の考え方等 

 （参考１） ＮＨＫのインターネットサービスへのアクセス数、実施経費等の推移 

 （参考２） 受信料を財源として行う業務の規模見直しの考え方 

 参考資料１ 放送法、放送法施行規則 関連条文 

 参考資料２ これまでの経緯 
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放送法第９条第２項第２号の業務の基準（案） 
 

協会が放送した放送番組およびその編集上必要な資料（これらを編集したものを含む。

以下「既放送番組等」という。）を電気通信回線を通じて一般の利用に供する業務（放

送および有線テレビジョン放送法第２条第１項に規定されている有線放送に該当するも

のを除く。）（放送法第９条第２項第２号に規定されている業務。以下「本業務」とい

う。）については、次の基準に基づき実施する。 

 

第１ 本業務のうち、専ら受信料を財源として行うもの 

 

１．目的 

既放送番組等を、電気通信回線を通じて、受信料を財源として一般の利用に供する

ことにより、協会が行う放送を補完してその効果・効用を高めるとともに、国民共有

の財産であるこれらの既放送番組等を広く国民に還元する目的で、これを実施する。 

 

２．規模 

  年額４０億円程度を上限とする。 

 

３．既放送番組等の提供の態様 

 協会のホームページ（ウェブ上のサイトをいう。以下同じ。）において行うことと

し、当該ホームページにおいて、協会が放送した当該放送番組（以下「当該放送番

組」という。）の名称を明示する。 

 

４．既放送番組等の提供期間 

当該放送番組の終了後１か月程度（シリーズものの放送番組については、当該シ

リーズの終了後１か月程度）で終了することを基本とする。 

なお、当該放送番組が、我が国の過去の優れた文化の保存に寄与し、または歴史上

特に重要な事実を記録したものであって、受信料を財源として提供するにふさわしい

社会的意義を有するものについては、上記の期間にかかわらず、適宜提供を行う。 

 

５．災害・危機管理情報その他の緊急情報、選挙情報および外国人向け情報の提供 

  災害・危機管理情報その他の緊急情報、選挙情報および外国人向け情報の提供（外

国語によるものに限る。）については、２から４までの規定にかかわらず、必要に応

じ、積極的に実施する。 

 

６．画質 

  既放送番組等のうち動画形式によるものについては、インターネットを利用する国

民の大部分が問題なく視聴できる程度の画質で提供することを基本とし、その具体的

な画質等については、国民全体のインターネット接続環境の変化に応じて随時見直す。 

 

７．基本計画の作成と公表 

  各事業年度の開始前に、提供しようとする既放送番組等の具体的な内容等を記載し

た基本計画を公表し、これに則って実施する。 

資料１
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  各事業年度の基本計画は、必要に応じ、年度途中で変更することがある。 

 

 

第２ 本業務のうち、専ら受信料を財源として行うもの以外のもの（以下「番組アーカ

イブ業務」という。） 

 

１．目的 

既放送番組等を、電気通信回線を通じて、有料で一般の利用に供することにより、

国民共有の財産であるこれらの既放送番組等を広く国民に還元する目的で、これを実

施する。 

 

２．サービスの名称 

協会が、番組アーカイブ業務として、利用規約に基づき、日本国内において、電気

通信回線を用いて映像・音声コンテンツを配信し、利用者に有料で提供するサービス

（これに附帯するサービスを含む。）を、「ＮＨＫオンデマンドサービス」（以下

「本サービス」という。）と総称する。 

 

３．サービスの種類 

  本サービスの種類は、既放送番組等を、当該放送番組の放送後１週間程度の期間配

信する「見逃し番組サービス」、およびこれより過去に放送した既放送番組等を、一

定期間または期間を定めずに配信する「特選ライブラリーサービス」とし、「単品」、

番組等を複数本まとめた「パック」または「月額見放題パック」のいずれかの契約種

別により提供する。 

 

４．プラットフォーム事業者からの契約の申し出への対応 

① 本サービスは、サービスの普及および充実のためにプラットフォーム事業者（動

画配信サービスにおいて、動画管理、動画配信、メタデータ管理、顧客管理、課金

管理等の機能を一括して提供する事業者で、利用者との間に、本サービス提供の基

礎となる基本サービスの提供契約を締結し、または締結の予定がある者をいう。以

下同じ。）を介して実施することがある。ただし、パーソナルコンピュータを提供

端末とする場合を除く。 

② 協会は、プラットフォーム事業者から契約の申し出があったときは、契約の条件

について誠実に協議し、本サービスを実施するために求められる次の条件を満たす

と判断したときは、契約の締結を行う。なお、当該プラットフォーム事業者が、自

己が管理・監督可能な第三者に業務の一部を委託することによって条件を満たす場

合を含む。 

ア．本サービスを一体として取り扱い、本サービスのコンテンツ編成は協会が行う

こと。 

イ．協会が本サービスの利用に関する利用者との契約を行うこと。 

ウ．テレビジョン受信機を視聴環境とするプラットフォームサービスの場合、ハイ

ビジョン画質による番組提供ができること。 

エ．オンラインで既放送番組等およびメタデータの登録ができること。 

オ．協会の求めがあったときは番組の即時公開停止ができること。 
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カ．プラットフォームサービスの対価を差し引いた当該プラットフォームを通じた

協会の収入見込みが、当該プラットフォーム事業者との契約に係り協会に新たに

発生する初期費用および運用費用を下回らないこと。 

キ．その他、公共放送としての協会の業務の遂行に支障が生じるおそれがないこと、

および、利用者の利便性に資する観点から問題が生じないこと。 

③ 契約の締結を行うプラットフォーム事業者の選定について、協会は、協会との取

引関係および資本関係の有無にかかわらず、不当に差別的な取り扱いを行わない。 

 

５．提供端末 

① 本サービスにおいて対象とする端末機器は、本サービスを利用するために必要な

次のソフトウェアまたは機能を備えたパーソナルコンピュータ、テレビジョン受信

機およびセットトップボックスであって、各々に必要な電気通信回線に接続された

ものとする。 

ア．配信する動画を再生するためのソフトウェアまたは機能 

イ．配信する動画の再生条件等を制御するコンテンツ保護ソフトウェアまたは機能 

ウ．配信する動画の内容情報等のメタデータの表示および視聴・購入等のユーザイ

ンターフェースを提供するソフトウェアまたは機能 

エ．個別認証を必要とする有料課金サービス等のサービスモデルを実現するソフト

ウェアまたは機能 

② ①の端末機器のうちテレビジョン受信機およびセットトップボックスについては、

本サービスの提供に関し協会との間で契約を締結したプラットフォーム事業者が提

供し、または当該プラットフォーム事業者の規格に準拠したものを対象とする。 

③ 技術進歩等によって本サービスを利用するために必要なソフトウェアまたは機能

を備えることにより、新たに①の条件を満たした端末に関しては、その普及の程度

および協会が新たに負担することとなる費用を勘案しつつ、逐次、提供端末に加え

る。 

 

６．本サービスの利用申し込みに対する応諾義務 

協会は、番組アーカイブ業務の実施に当たって、本サービスの利用希望者との契約

を、正当な理由なく拒まない。 

 

７．利用規約の作成 

利用者保護の観点から、本サービスの利用に関し、提供端末の諸条件に対応して、

あらかじめ、次に掲げる事項を含む利用規約をパーソナルコンピュータ向けおよび各

プラットフォームサービスごとに定める。 

① 本サービスを利用するには会員登録の申し込みを行う必要があること、および、

その申し込みに虚偽の内容がある等、本サービスの提供に支障を生じるおそれがあ

る場合には、協会が当該会員登録の申し込みを承諾しない場合があること。ただし、

本サービスがプラットフォーム事業者を介しており、本サービス専用の会員登録を

行うことなく購入の申し込みを行うことができる環境にある場合、当該プラット

フォームサービスの利用規約には、この項目は含めない。 

② 本サービスの利用料金は別に定め、個別の利用申し込みを受け付ける画面に表示
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すること。 

③ 利用者によるコンテンツ利用の申込方法および協会による承諾の通知方法。 

④ 利用者から利用障害等が発生した旨通知があった場合、協会は、速やかにシステ

ム状況を調査し、協会の設備（協会が本サービスの提供のために必要な業務の一部

を委託した者の設備を含む。）に何らかの異常があったときは、協会の責任におい

て正常化のための必要な措置を講じるものとすること。ただし、本サービスがプ

ラットフォーム事業者を介している場合、当該プラットフォーム事業者の設備は、

その事業者が調査および必要な措置を行い、協会と連携して異常の解消にあたるこ

と。 

⑤ コンテンツ利用は個人としての視聴に限るものとし不特定または多数人に視聴さ

せてはならないこと等の利用者の禁止事項。 

⑥ 協会は、利用者の氏名、生年月日、電話番号等の個人情報を、別に定める「ＮＨ

Ｋ個人情報保護方針」および「ＮＨＫ個人情報保護規程」に則り適切に取り扱うも

のとすること。 

⑦ 協会は、⑥に定める個人情報を、本サービスの提供および広報、本サービスの向

上を目的とする利用者意向調査およびアンケートの実施、利用者からの問い合わせ

への対応ならびに利用規約違反、利用料金の未払い等利用者の債務不履行等の是正

のために取る措置の目的以外には利用しないこと。 

⑧ 本サービスの利用に関する契約の締結、提供の停止および解除の条件。 

⑨ 本サービスを終了する場合には、協会が利用者に対して事前に予告すること。な

お、プラットフォーム事業者を介している場合は、利用者に対する予告に必要な期

間を確保するため、当該プラットフォーム事業者との契約内容を整備する。ただし、

プラットフォーム事業者によるサービス継続が不可能となった契約解除の場合は、

当該プラットフォームを介した本サービスの利用者への事前の告知ができない場合

がある。 

⑩ ①から⑨までに定めるもののほか、協会および利用者の責任に関する事項等。 

 

８．個人情報保護について 

① 個人情報の保護に関する法律をはじめとする個人情報に関する法令その他の規範

を遵守し、協会の業務として個人情報を取り扱う者に対して、必要な教育を実施

する。なお、プラットフォーム事業者を介している場合は、当該プラットフォー

ム事業者がこれと同等の措置を行うよう当該プラットフォーム事業者との契約に

おいて定める。 

② 個人情報の利用を適正に行うための措置をとるとともに、個人情報の盗難、改ざ

ん、漏洩等によるプライバシー侵害その他の権利の侵害を防止するため、適切な

安全管理措置を講じる。 

③ 個人情報の適切な管理を行うため、個人情報保護に関する統括責任者、管理者お

よび担当者を配置する。 

④ 個人情報の取り扱いに関して寄せられた苦情および利用者本人からの開示等の求

めについては、協会のコールセンター、全国の放送局等で受け付け、迅速かつ適正

に対応する。 

⑤ ①から④までに定めるところによるほか、個人情報については、「ＮＨＫ個人情
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報保護方針」および「ＮＨＫ個人情報保護規程」に則り適切に取り扱うものとする。 

 

９．利用料金の考え方 

① 本サービスを開始するに際し、利用料金の料額を決定するにあたっては、あらか

じめ利用料金収入の推計調査を実施し、これにより利用料金収入総額の推計値が最

大となる料額を基準として、放送番組等の提供を行う他の事業者の平均的な料金水

準に比し不当に低くならないことを加味し、その中心料金を設定するものとする。 

② ①の中心料金は、その適用される複数年度の計画期間中に見込まれる事業収支が

相償するものでなければならない。 

③ ①の中心料金を基準として、「単品」については番組の長さおよび市場性を考慮

したランクならびに画質に応じ、また、「月額見放題パック」については画質に応

じ、それぞれ標準的な料額を定めた料金表（以下「ＮＯＤ料金表」という。）を設

定する。 

④ 個々の提供番組については、ＮＯＤ料金表上のどのランクを適用するかを、当該

番組の市場性を評価したうえで、提供開始時に決定する。 

⑤ 個々の「パック」については、提供開始時に、３０パーセントを超えない範囲で

「パック」割引率を決定し、当該「パック」を構成する番組の「単品」の料額の合

計額に、当該決定した「パック」割引率を乗じた額を減じて、その料額を設定する。 

⑥ ＮＯＤ料金表は、その適用後６か月以上にわたり、利用料金収入が①の推計調査

結果に比し大幅に低い水準にあり、かつ利用実績その他の指標に照らしこれを改定

することにより収入の増加が見込まれるときは、必要な改定をすることがある。 

⑦ ＮＯＤ料金表は、毎年少なくとも１回実施する市場調査により、放送番組等の提

供を行う他の事業者の平均的な料金水準に比し不当に低いことが判明したときは、

その是正のため必要な改定を行う。 

⑧ 番組の長さおよび市場性を考慮したランクがＮＯＤ料金表に当てはまらない番組、

または権利確保のために要する経費が標準的な経費に比し著しく高額となる番組に

ついては、特別料金を設定することがある。 

⑨ シリーズ番組のうちの一部の番組について、当該シリーズ全体の利用料金収入の

増加が見込まれるときは、その料額を、無料もしくはＮＯＤ料金表記載の料額に比

し著しく低い額とし、またはその適用する「パック」割引率を３０パーセントを超

える高い率に設定することがある。ただし、この項の規定を適用する番組の提供本

数は、料額決定の透明性を確保する観点および過大な危険負担を回避する観点から、

当該年度の総提供本数の５パーセントを超えないこととする。 

 

10．区分経理 

① 番組アーカイブ業務に係る経理は、その他のものと区分して番組アーカイブ業務

勘定により整理する。 

② 既放送番組等を本サービスで使用するための一般勘定に対するコンテンツ使用料

として、他の事業者と同水準の権料を番組アーカイブ業務勘定の経費に計上する。 

③ 番組アーカイブ業務とその他の業務に関連する費用については、適正な基準によ

りそれぞれの業務に配賦して整理する。この場合の主な考え方は次のとおりである。 

ア．既放送番組等を電気通信回線を通じて一般に提供するために必要な権利確保に
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要する経費、第三者に対する権料、原盤の制作に要する経費、一般勘定資産の設

備経費等については、「見逃し番組サービス」に係る経費はその全額を、「特選

ライブラリー番組サービス」に係る経費は、提供番組数の実績に応じて、それぞ

れ番組アーカイブ業務勘定に配賦する。 

イ．給与経費・退職手当および厚生費については、番組アーカイブ業務を実施する

要員相当分を、番組アーカイブ業務勘定に配賦する。 

ウ．協会の業務全般に共通して要する共通管理費については、費用の特性に応じ、

支出、要員数、専有面積等の実績により番組アーカイブ業務勘定に配賦する。 

 

11．収支差が生じた場合の扱い 

① 番組アーカイブ業務勘定の年度末における事業収支差損は、一般勘定からの短期

借入金で補填し、貸借対照表に繰越欠損金として表す。 

② 繰越欠損金の解消後の番組アーカイブ業務勘定の年度末における事業収支差益は、

原則として一般勘定への繰り入れを行う。ただし、番組アーカイブ業務勘定におけ

る翌期以降の番組アーカイブ業務実施のために必要と判断される範囲で、当該業務

勘定における翌期への繰り越しを行うことを妨げない。 

 

12．利用に関する契約の取り次ぎ 

本サービスの利用に関する契約の取り次ぎは、受信料の契約・収納活動と一体で行

わない。 

 

13．番組アーカイブ業務の周知・広報活動 

番組アーカイブ業務の周知・広報は、協会の公共放送としての品位と信頼を確保す

るとともに、公正競争の確保に留意しつつ、当該業務の目的に資するよう、実施する。 

 

14．操作方法・画面表示 

提供端末における操作方法および画面表示については、広く利用者に分かりやすく

利便性が高いものとなるよう、維持改善に努める。プラットフォーム事業者を介して

いる場合は、当該プラットフォーム事業者とともに、同様に取り組む。 

 

15．意見・苦情等への対応 

 ① 本サービスの利用者または利用を希望する者からの意見・苦情等は、協会が本

サービスの実施のために設置するＮＯＤコールセンターで受け付け、迅速かつ適切

に対応する。ただし、プラットフォーム事業者を介した本サービスの利用に関する

意見・苦情等は、当該プラットフォーム事業者のコールセンターで受け付け、内容

に応じて協会または当該プラットフォーム事業者が対応するとともに、両者で連携

して、本サービスのより円滑な利用を促進する。 

② 番組アーカイブ業務の遂行状況に関して外部事業者から寄せられた意見・苦情等

については、外部委員を含む審査委員会において、同業務の適正性の確保の観点か

ら検討を行い、必要な措置を講じる。 

 

16．資料の公表 
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  ７の利用規約、９の①および⑦の調査結果、10 の③の配賦基準ならびに 15 の②の

検討結果および措置は、協会のホームページに掲載して公表する。 

 

17．検討 

① 番組アーカイブ業務勘定において繰越欠損金が解消したときは、９の規定にかか

わらず、その後の利用料金の考え方についてあらためて検討し、この基準の見直し

その他必要な措置を講じる。 

② 平成２５年度末において、番組アーカイブ業務勘定の単年度の事業収支差益が発

生せず、かつ繰越欠損金の解消がされないときは、番組アーカイブ業務の継続につ

いて検討を行い、必要な措置を講じる。 

 

 

第３ この基準の施行日 

 

  この基準は、平成２０年１１月２０日から施行する。 

 

 

第４ この基準の見直し 

 

 この基準は、本業務の実施状況、社会経済情勢の変化等を勘案して、その施行日か

ら３年後を目途に必要な見直しを行うこととする。 

 

 

第５ その他 

 

  第１の７の基本計画のうち平成２０年度に係るものについては、この基準について

総務大臣の認可を得た後、この基準の施行日までに公表する。 

 

 



「インターネット実施基準」の変更案等に関する意見募集 

実施結果 

 

提出件数 ３７件 

 

 ＜提出方法別＞ 

  ホームページ（専用メールフォーム） ３６件 

  郵送                 １件 

 

 ＜提出者属性別＞ 

  団体  ２件 （㈳日本民間放送連盟、㈳日本新聞協会メディア開発委員会） 

  会社  ３件 （㈲遠州パソコン寺子屋、㈱テレテック、ヤフー㈱） 

  学校  １件 （札幌市立新琴似小学校） 

  個人 ３１件 

 

 

提出意見とＮＨＫの考え方 

 

 頂いたご意見とこれに関するＮＨＫの考え方は、別紙１（概要版）および別紙２

（全文版）のとおりです。 

 

 

資料２
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１ 受信料を財源として行う業務について 

ご意見の概要 ＮＨＫの考え方 

⑴規模について 上限を４０億円程度とする根拠を具体的に示す

べき。（民放連、新聞協会メディア開発委員会）

・ご意見を踏まえて、「放送法第９条第２項第２号の業務の基準（案）およびこれに

関連する考え方」を修正することとし、ＮＨＫのインターネットサービスのアク

セス数等の推移については別添２の参考１を追加するとともに、「規模」見直しに

ついては、別添２の参考２を追加し、さらに具体的に考え方をお示ししていま

す。 

（なお、参考２の要旨は以下のとおりです。） 

 規模の上限については、今後３年程度を見越して考えられる経費見込みを踏ま

えて検討したものです。これまでの「約１０億円」という上限は、もともと平成

１４年３月に公表された「日本放送協会のインターネット利用に関するガイドラ

イン」で示されたものであり、その後６年が経過し、その間の国民のインター

ネット利用の大幅な進展や接続環境の急速な変化等を踏まえて今回の見直しを行

うことにしたものです。 

 この「４０億円程度」はあくまでも上限値であり、実際の支出予算は、平成２

１年度以降、毎年度の予算編成の中でＮＨＫ全体の財政状況を踏まえて決定し、

国会の承認を得ていくものですので、現段階で具体的な内訳があるものではあり

ませんが、見直しの検討に当たっては以下のような増加要素を見込みました。 

① 国民のインターネット接続環境の高速化、多様化等に対応する観点から、

今後、コンテンツ提供側のＮＨＫとしても、一定の基盤整備が必要になるも

のと考えています。例えば、動画コンテンツの画質改善等のためのサーバー

強化、多様化する各社の携帯端末向けにコンテンツを自動変換するシステム

の整備、ＤＲＭ（デジタル権利管理システム）の運用など、必要な基盤整備

を進めるための経費増が見込まれます。 

② 今回の実施基準の変更により、従来の実施基準で「規模」の対象外として

いた番組の周知宣伝のうち「既放送番組等の提供」に該当するものは「規

模」の対象とすることにしているため、新たにその部分の金額を見込みまし

た。 

③ ①の基盤整備にあわせて、コンテンツ内容の適正性の確保と充実を図るた

め、ホームページ編集体制の整備等のための経費増も見込んでいます。 

 放送法第９条第２項第２号の業務の現在（平成２０年度予算）の実施経費８.８

億円にこれらの増加見込み分を加えると、合計で三十数億円程度となることも見

込まれるため、上限値は「４０億円程度」に設定することとしたものです。） 

別紙１ 
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４０億円を上限とすることに強い違和感があ

る。放送と同列、それ以上にインターネット配

信に積極的に対応するべき。（個人） 

・受信料を財源として行う本業務（以下「受信料で行う業務」といいます。）は、Ｎ

ＨＫの放送を受信することができる設備を設置した方に負担していただく受信料

を財源として、インターネットを通じて行うものであることから、その規模につ

いては自ずから一定の制約があるものと考えています。今回の変更案では「年額

４０億円程度を上限とする」こととしています。 

放送終了後１か月程度で終了せず、最低１年程

度／無期限とすべき。（ヤフー、個人） 

・受信料で行う業務は、ＮＨＫが行う放送の補完と既放送番組等の国民への還元の

双方を目的とするものですが、ＮＨＫの放送を受信することができる設備を設置

した方に負担していただく受信料を財源として行うものであることから、その規

模については自ずから一定の制約があり、また、２つの目的の中でも放送の補完

に重きを置いて実施することが適当と考えています。 

・提供期間や提供するコンテンツの範囲を限定しない場合には、コンテンツの権利

者の許諾を得るなどのために多大な費用を要することとなることから、少なくと

も現段階においては、その期間・範囲はある程度限定せざるを得ないものと考え

ます。 

⑵提供期間につ

いて 

学校においては放送終了後１年間というような

特例を認めてほしい。（個人） 

・頂いたご意見は、今後の業務実施にあたって参考とさせていただきます。 

・なお、学校放送番組は主として学校向けのものであることから、その取り扱いに

ついては、学校におけるインターネット接続環境の整備状況も踏まえつつ、今後

検討していきます。 

全番組をネットで公開すべき。（個人） ・受信料で行う業務は、ＮＨＫが行う放送の補完と既放送番組等の国民への還元の

双方を目的とするものですが、ＮＨＫの放送を受信することができる設備を設置

した方に負担していただく受信料を財源として行うものであることから、その規

模については自ずから一定の制約があり、また、２つの目的の中でも放送の補完

に重きを置いて実施することが適当と考えています。 

・提供期間や提供するコンテンツの範囲を限定しない場合には、コンテンツの権利

者の許諾を得るなどのために多大な費用を要することとなることから、少なくと

も現段階においては、その期間・範囲はある程度限定せざるを得ないものと考え

ます。 

語学講座などは無料で提供すべき。（個人） ・提供するコンテンツ、提供の形式等については、頂いたご意見も踏まえつつ、今

後検討を進めていきます。 

無料で提供するコンテンツをもっと具体的に示

すべき。（個人） 

・具体的なコンテンツについては、今後検討を進め、基本計画の中で公表します。 

⑶提供するコン

テンツについ

て 

現行のＮＨＫオンラインは、「こんなに金をかけ

る必要があるの？」というページが多い。ＢＢ

Ｃなどをもっと参考にすべき。（個人） 

・受信料で行う業務において提供するコンテンツの具体的な内容については今後検

討を進めますが、業務の目的にふさわしい内容の充実とともに、効果的・効率的

な業務実施に不断に努めていく考えです。 



 3

テレビだけでなくラジオ（特にＲ１）について

も検討してほしい。（個人） 

・提供するコンテンツについては、テレビ番組とラジオ番組とを区別することな

く、検討していく考えです。 

⑷画質について 高画質での提供を実現してほしい。（学校、個

人） 

・受信料で行う業務については、「国民の大部分が問題なく視聴できる程度の画質で

提供することを基本」とすることが適当と考えており、インターネット接続環境

の急速な進展に対応して、適時適切に見直しを行っていく考えです。 

・なお、学校放送番組は主として学校向けのものであることから、その取り扱いに

ついては、学校におけるインターネット接続環境の整備状況も踏まえつつ、今後

検討していきます。 

⑸その他 

 

民業圧迫とならないよう配慮が必要。民業圧迫

により、結果としてメディアの多元性、言論・

表現の多様性が損なわれることがあってはなら

ない。放送法によって規定された業務範囲を超

えることがないよう、慎重な対応を強く求める。

（新聞協会メディア開発委員会） 

・受信料で行う業務の実施にあたって市場への影響についての配慮が必要と考えて

おり、放送法第９条第２項第２号の業務が放送法改正によって追加された趣旨を

踏まえつつ、適切に業務を実施していく考えです。 

 賛成。利用者のニーズにあったよい方針。（個

人） 

・本案に賛成のご意見と承ります。 

 ＮＨＫがインターネット配信を行うべきでない。

（個人） 

・インターネットは今や人々の生活や社会活動等に不可欠な“道具”となってお

り、ＮＨＫの放送を補完するサービスや過去番組の提供に対する視聴者の皆さま

からの強いご要望を受けて、ＮＨＫは、従来から受信料を財源としてインター

ネットサービスを実施してきました。 

こうしたサービスについては、平成１９年の放送法改正によって、ＮＨＫの業務

として改めて明確に位置付けられたところです。 

 受信契約をしているかどうかで区別すべき。（個

人） 

・受信料で行う業務は「放送の補完」を主な目的とするものであり、これによって

ＮＨＫの放送番組に接していただく機会が増えれば、受信料のお支払いにつな

がっていくことも期待できると考えます。 

 国内に限定しないでほしい。（個人） ・受信料で行う既放送番組等の提供を国内向けに限定する考えはありません。 
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２ 利用者負担で行う業務について 

ご意見の概要 ＮＨＫの考え方 

⑴提供期間につ

いて 

・提供期間に制限を設けるべきではない。（ヤ

フー） 

・「見逃し番組サービス」も、１か月程度は視聴

可能とすべき。（個人） 

・コンテンツの権利者から許諾を得る上で、配信期間を定めることが必要と考えて

いますが、「特選ライブラリーサービス」において、権利者から期限の定めなく許

諾が得られた場合には、期間を定めずに配信する場合があります。 

ハイビジョン作品を多くしなければならない。

（テレテック） 

・頂いたご意見は、今後の業務実施にあたって参考とさせていただきます。 

映像教材データベースのスタートとしてほしい。

（学校） 

・頂いたご意見は、今後の業務実施にあたって参考とさせていただきます。 

画質と料金体系に柔軟性を持たせてほしい。（個

人） 

・提供するコンテンツについて複数のフォーマットを用意することは、サーバー容

量の増大、映像変換装置の増設などが必要となり、コストアップ要因となります

ので、利用者の皆さまからのご要望などを踏まえながら、実施に向けた検討を進

めていきたいと考えます。 

 なお、標準的な料額については、コンテンツの画質等に応じて設定することとし

ています。 

⑵提供するコン

テンツについ

て 

購入番組やスポーツ番組は提供する必要がない。

（個人） 

・ＮＨＫが放送した海外のドキュメンタリーやドラマ、スポーツ番組についても、

利用者のニーズがあり、経費負担が比較的小さい範囲でコンテンツの権利者から

の許諾が得られる場合には、提供を行う計画です。 

プラットフォーム事業者にとって、条件が不利。

（個人） 

・プラットフォーム事業者が満たすべき条件のひとつとして「オンラインで既放送

番組等およびメタデータの登録ができること」を規定していますが、これは、放

送終了後比較的短時間（２４時間程度を想定）のうちに「見逃し番組サービス」

を実施する上で必要なものです。これを含め、プラットフォーム事業者に不利な

条件を課すものではないと考えます。 

・仕組みが分かりにくいというご意見を踏まえて、「放送法第９条第２項第２号の業

務の基準（案）およびこれに関連する考え方」を修正することとし、「ＮＨＫオン

デマンドサービスの概要と仕組み」について、別添１を追加し、さらに具体的に

お示ししています。 

⑶ プ ラ ッ ト

フォーム事業

者からの契約

の申し出への

対応について 

すべてのＶＯＤ配信事業者で利用できるように

してから実施すべき。（個人） 

・プラットフォーム事業者を介して行うサービス（パーソナルコンピュータを提供

端末とするものを除く。）については、サービスを実施するために必要な条件を定

め、これらを満たす事業者と契約を締結することとしています。また、プラット

フォーム事業者の選定にあたっては、不当に差別的な取り扱いをしないこととし

ています。 
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オープンな規格を採用すべき。（個人） ・可能な限りオープンな規格の採用を目指しており、コンテンツ保護、サービスモ

デルの実現等の観点から、端末機器のソフトウェア・機能に関する一定の条件を

設け、こうしたソフトウェア・機能を備えたものを逐次対象に加えることとして

います。 

⑷規格、方式等

について 

ダウンロードして視聴できるようにしてほしい。

（個人） 

・視聴期間を限定したダウンロードサービスについては、１２月のＮＯＤ業務開始

当初は実施しませんが、利用者のご要望等を踏まえ、実施について検討を進めて

いきます。 

最低限のコストのみを反映した低廉な料金とす

べき。（ヤフー） 

・利用者負担によるサービスとしての公正競争確保の観点から、利用料金を、放送

番組等の提供を行う他の事業者の平均的な料金水準に比し、不当に低くならない

ように設定することは必要と考えています。 

教育にかかる免除規定の創設などの措置をお願

いしたい。（学校） 

・頂いたご意見は、今後の業務実施にあたって参考とさせていただきます。 

・無料で実施すべき。受信料との料金の二重取

りはおかしい。（個人） 

・受信料を支払っている者とそうでない者で

は、料金を分けるべき。（個人） 

・利用者負担で行う業務（以下「ＮＯＤ業務」といいます。）は、放送法の改正によ

り、インターネットを通じて有料でコンテンツを提供することが可能となったこ

とを受けて実施するものです。 

・利用者にご負担いただくのは、権利の確保をするための経費、権利者に支払う権

料、配信費用など、番組制作費とは別にＮＯＤ業務を実施するために必要となる

経費です。 

・放送法第９条第４項の営利目的禁止規定に従い、ＮＯＤ業務は非営利の業務とし

て実施します。 

・利用料金は、ＮＯＤ業務を実施するために必要となる経費をそのサービスを利用

する方にご負担いただくものであり、また、このサービスによりＮＨＫの放送番

組に接していただく機会が増えることも期待します。受信料の支払いの有無に

よって扱いを異にすることは、消費者取引の適正性等の観点からご指摘を受ける

可能性もあると考えます。 

⑸利用料金につ

いて 

広告収入で無料にできないか検討してほしい。

（個人） 

・ＮＯＤ業務の実施にあたって広告収入を得る考えはありません。 

⑹区分経理につ

いて 

区分経理の詳細を公表して、透明性を確保すべ

き。（民放連） 

・区分経理については配賦基準を定めて適切に運用するとともに、決算を公表して

透明性を確保します。また、配賦基準は協会のホームページに掲載して公表しま

す。 

⑺意見・苦情等

への対応につ

いて 

「外部委員を含む審査委員会」が適切に機能す

るよう要望する。（民放連） 

・外部委員を含む審査委員会については、規程を定め、適切に運用します。 
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⑻業務の継続に

関する検討に

ついて 

３年で収支均衡にならなければ撤退を含めた措

置を講じるべき。繰越欠損金の解消に受信料を

注ぎ込むようなことがあってはならない。（民放

連） 

・ＮＯＤ業務の収支計画では、３年経過後の年度（２３年度）に単年度黒字、５年

経過後の年度（２５年度）に繰越欠損金解消を目指していることから、平成２５

年度末において本業務の継続を検討する旨を定めています。また、この基準は施

行日から３年後を目途に必要な見直しを行う旨を定めています。 

提供料額や権利許諾対価の設定によって、市場

の健全な発達を阻害することのないよう慎重な

配慮を望む。（民放連） 

・ＮＯＤ業務の利用料金は、放送番組等の提供を行う他の事業者の平均的な料金水

準に比し、不当に低くならないように設定します。また、サービスの利用を促進

するためにシリーズ番組の一部を料金表記載の料額に比して著しく低額に設定す

ることがありますが、その本数は一定比率に限定することにしています。 

・権利許諾を得るための対価や料率については、ＮＯＤ業務の収支を十分考慮した

上で、権利者と協議して設定いたします。 

ＮＨＫブランドが民間ビジネスに過度に利用さ

れるなどの批判を受けないよう配慮すべき。（民

放連） 

・プラットフォーム事業者との契約の条件の一つとして「公共放送としての協会の

業務の遂行に支障が生じるおそれがないこと」を規定しているところです。プ

ラットフォーム事業者を介して提供を行う場合には、ご指摘のような状況が生じ

ないように十分配意していきます。 

国内に限定しないでほしい。（個人） ・ＮＯＤ業務については、実施のための経費を抑制し利用料金を低廉なものとする

とともに、より多くのコンテンツを提供するため、提供先を日本国内に限ること

を条件にコンテンツの権利者からの許諾を得ています。 

サービスにとても期待している。全番組をアー

カイブにするなど、内容の充実を望む。（個人）

・本案に賛成のご意見と承ります。  

⑼その他 

きちんとした予測と料金設定をしないと赤字を

受信料で埋めることになりかねず、視聴者とし

て今後厳しくチェックする必要がある。（個人）

・ＮＯＤ業務については、放送法により他の業務と区分して経理することが定めら

れており、必要経費は受信料ではなく、利用者に負担していただく利用料金で賄

います。 

・ＮＯＤ業務の収支は、当初は赤字でスタートしますが、５年経過後の年度（２５

年度）で繰越欠損金を解消させ、収支が相償するような料金水準とする計画で

す。 
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３ その他、全般 

ご意見の概要 ＮＨＫの考え方 

⑴ＶＯＤ事業者

等への提供に

ついて 

提供料金はコストを数年で回収するために必要

な最小限の設定とすべき。コンテンツ使用料を

「他の事業者と同水準」などとする表面的な料

金比較は無意味。（ヤフー） 

・提供または使用承認に伴って発生することが見込まれる費用については、提供先

または使用承認先の事業者に負担していただく考えです。 

・「インターネット利用のための既放送番組等の提供基準（案）」の３で、ＮＨＫ

コンテンツの使用料について「他の事業者と同水準」としているのは、必ずしも

他のコンテンツ提供者が設定している使用料と同水準とするということまでを指

したものではなく、ＮＨＫオンデマンドサービスへの提供の場合も他の事業者に

対する提供の場合も同水準とするという趣旨です。 

 この点については誤解を招くおそれがありますので、３の記述を次のとおり改め

ます。（下線部を追加） 

 「当該提供または使用承認に当たって適用するＮＨＫコンテンツの使用料は、Ｎ

ＨＫオンデマンドサービスおよび他の事業者への提供または使用承認にあたって

適用する使用料と同水準とする。」 

ＮＯＤやホームページにおいて広告ビジネスを

行うことは将来的にも絶対にあってはならない。

（民放連） 

・放送法第９条第２項第２号の業務の実施にあたっても、広告収入を得る考えはあ

りません。 

ＮＨＫの全般的なあり方や民間事業者との公正

な競争も見渡したうえで、ＮＨＫが真に手がけ

るべきものかどうかを適切に判断し得る透明性

の高い組織や手続きが必要。（民放連） 

・頂いたご意見は、今後の事業運営に当たって参考とさせていただきます。 

将来にわたり、未放送の番組・コンテンツをイ

ンターネット業務で配信することがあってはな

らない。（民放連） 

・ご指摘のとおり、放送法第９条第２項第２号業務において提供できるのは「既放

送番組等」であり、法律の規定を遵守して業務を実施していく考えです。 

・なお、ＮＨＫが行うインターネットによるコンテンツ提供は、第９条第２項第２

号業務に限られるものではなく、番組制作等の本来業務の一環として行うもの

や、災害・危機管理情報その他の緊急情報・選挙情報・外国人向け情報・番組の

周知宣伝等であって放送終了よりも前に提供を開始するものなどがあり、この点

については「放送法第９条第２項第２号の業務の基準およびこれに関連する考え

方（案）」の３でお示ししているところです。 

コンテンツ提供において先導的な役割を果たし

てほしい。（個人） 

・頂いたご意見は、今後の業務実施にあたって参考とさせていただきます。 

⑵全般 

ネットを使わない層がいることも考慮すべき。

（個人） 

・頂いたご意見は、今後の業務実施にあたって参考とさせていただきます。 



 8

Ｐ２Ｐ網の活用や可能な限りＤＲＭフリーの配

信を進めてほしい。報道番組や社会ドキュメン

タリー、選挙番組などは、原則無料、ＤＲＭフ

リー、コピーフリーにしてほしい。（個人） 

・Ｐ２Ｐ網の活用や可能な限りＤＲＭのあり方については、今後の技術の動向やコ

ンテンツに関わる権利者の意向など見極めながら、ＮＨＫとしても検討を進めて

いきたいと考えます。 

・なお、受信料で行う業務においては、ご指摘のようなジャンルについても、コン

テンツを充実させていく考えです。 

⑶意見募集につ

いて 

広く視聴者から意見を募集することを高く評価

する。今後もこのような取り組みを継続してほ

しい。（民放連、個人） 

・頂いたご意見は、今後の事業運営にあたって参考とさせていただきます。 

 



 1

「放送法第９条第２項第２号の業務の基準およびこれに関連する考え方（案）」に対するご意見とＮＨＫの考え方 

注 本表の作成にあたっては、頂いたご意見を原文のまま掲載することを基本としていますが、１～３の項目の区別なく頂いたご意見等を各項目に整理し直しているほか、明らかなタイプミス等と考えられる箇所の修正や明らかにご意見には当たらない箇所の省略など、最

小限の加工を行っています。 

受付順 お名前 １ 受信料で行う業務について ＮＨＫの考え方 ２ 利用者負担で行う業務について ＮＨＫの考え方 ３ その他 ＮＨＫの考え方 

1 個人 

         スペイン国営放送のＵＲＬです。 

http://www.rtve.es/ 

・外国放送事業者が行っている同様の業

務については、業務実施にあたって、

適宜参考としていきたいと考えます。

2 個人 

     ＮＨＫの番組は、受信料で作成されて

おり公共財的性格がある。 

ＮＨＫアーカイブス（川口）まで行って

番組を視聴する人は少数だと思われる。

よって、ＮＨＫアーカイブスの番組をイ

ンターネット配信することは意味がある

と思われる。 

 複数の著作権のある番組をどう配信す

るかが課題だと思われる。 

利用料は、運営費、設備費、人件費で

納まる程度で決めるべきだと思う。 

・本案に賛成のご意見と承ります。 

・利用者負担で行う業務（業務の愛称

「ＮＨＫオンデマンドサービス」の略

称「ＮＯＤ」を用い、以下「ＮＯＤ業

務」といいます。）については、放送法

により他の業務と区分して経理するこ

とが定められており、利用料金は、コ

ンテンツの権利者に対する権料を含め

て、ＮＯＤ業務に係る費用が賄える水

準とする考えです。 

   

3 個人 

 賛同します。 

 私は海外在住なのですが、「日本国内」

限定ですか？もしもそうなら「日本国

内」の足かせは絶対に外して欲しいで

す。 

 また、テレビ放送だけでなく、ラジオ

放送（特にＲ１）の開放についても考え

ていただけませんか？ 

・本案に賛成のご意見と承ります。 

・受信料を財源として行う業務（以下

「受信料で行う業務」といいます。）の

提供を国内向けに限定する考えはあり

ません。 

・提供するコンテンツについては、テレ

ビ番組とラジオ番組とを区別すること

なく、検討していく考えです。 

 そうでもしないとネットをしない人か

ら賛同が得られないでしょう。また、垂

れ流しにして、外国人が見られるのも、

ちょっと筋が違うような気もしますか

ら。インターネットが日常になった今、

これも受信料の範囲内ですべてまかなっ

ていただければ、という思いもあります

が、不本意ながら受益者負担という意味

から「ＹＥＳ」で従います。   

しかし気になるのは「日本国内」とい

う部分です。せっかく世界中どこからも

アクセスできるインターネットなので

し、しかも有料なら誰でも見るものでは

ないでしょう。私は海外在住なので、こ

の「日本国内」の足かせは絶対に外して

欲しいです。 

・本案に賛成のご意見と承ります。 

・ＮＯＤ業務については、実施のための

経費を抑制し利用料金を低廉なものと

するとともに、より多くのコンテンツ

を提供するため、提供先を日本国内に

限ることを条件にコンテンツの権利者

からの許諾を得ています。 

 私はどれも手を抜かないＮＨＫのてい

ねいに作り込まれた番組が好きです。で

も悲しいかな、現在は海外在住なのでそ

のＮＨＫすら見る事ができません（ワー

ルドプレミアムは除く）。 

 またテレビだけでなく、Ｒ１放送も好

きで、特にラジオビタミンやふるさとラ

ジオが好きです。音楽部分だけを外す形

で、権利関係を処理して、ラジオについ

ても開放していただけませんか？ 

 あるいは有料ならストリーミング放送

ということも期待できるのでしょうか？ 

 いずれにしても、最低限、今後の見直

しにより導入される新サービスは、「日本

国内」に限定しないで欲しいです。 

※左の欄でＮＨＫの考え方をお示しして

います。 

4 個人 

 語学講座などは無料の Podcasting で行

うべきだ。 

・提供するコンテンツ、提供の形式等に

ついては、頂いたご意見も踏まえつ

つ、今後検討を進めていきます。 

 自前のシステム構築は費用がかかる。

iTunes Store ほか複数の提供業者のイン

フラを利用すべき。 

 配信の為に発生する費用は放送と比べ

て桁違いに小さいはずなので、ＮＨＫ制

作の番組を中心に無料の番組も多数用意

するべき。 

 Windows Media などＯＳが限定される

ような規格ではなく、多くの機器で

H.264 のようなオープンな基準を採用す

べき。 

・自前で配信設備を所有・運用すれば相

当の費用が発生することはご指摘のと

おりであり、ＮＯＤ業務においては、

ＮＨＫ自身が配信設備を保有せず、外

部事業者の配信サービスを利用するこ

と等により、コストの軽減を図りま

す。 

・ＮＯＤ業務を実施するために必要とな

る経費は、利用者に負担していただく

考えです。なお、サービスの利用を促

進するためにシリーズ番組の一部を料

金表記載の料額に比して著しく低額に

設定することがありますが、その本数

は一定比率に限定することにしていま

す（変更案第２の９⑨）。 

・可能な限りオープンな規格の採用を目

指しており、コンテンツ保護、サービ

スモデルの実現等の観点から、端末機

器のソフトウェア・機能に関する一定

の条件を設け、こうしたソフトウェ

ア・機能を備えたものを逐次対象に加

えることとしています（変更案第２の

５）。 

 世界から立ち後れているコンテンツの

提供について、ＮＨＫが風穴をあけてほ

しい。 

・放送法第９条第２項第２号の業務が放

送法改正によって追加された趣旨を踏

まえて、適切に業務を実施していく考

えです。 

別紙２
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5 個人 

 現在、ＮＨＫエンタープライゼスにコ

ンテンツを提供し、子会社が利益を上げ

るシステムをとりつつ、別途受信料を用

いてダウンロードサービスを開始し利潤

をあげる事には矛盾がある。 

 

 

・ＮＨＫは、ＮＨＫのコンテンツの利用

を希望する事業者から提供または使用

承認の要請があったときは、子会社で

あるか否かにかかわらず、公平なルー

ルの下にこれに対処しています(イン

ターネット利用のための提供基準につ

いては、「放送法第９条第２項第２号の

業務の基準（案）およびこれに関連す

る考え方」別紙３)。 

・受信料を財源とする本業務は、「利潤を

あげる」ものではありません。 

 

「協会の求めがあったときは番組の即時

公開停止ができること」 

 これは実現不可能な要求であるがた

め、プラットフォーム事業者への提供が

あり得ないと考えられる。 

 

「本サービスにおいて対象とする端末機

器は、本サービスを利用するために必要

な次のソフトウェアおよび機能を備えた

パーソナルコンピュータ、テレビジョン

受信機およびセットトップボックスで

あって、各々に必要な電気通信回線に接

続されたものとする」 

 協会がＳＴＢ機器の提供を行う事業も

おこなうのでしょうか？ 

 

「協会が新たに負担することとなる費用

を勘案しつつ」 

 この追加負担も受信料を財源とするた

めには、協会がそれに備えて蓄財する必

要があるように思えます。これは予算と

してきちんと計上するのでしょうか？現

状の公開状況を見て不透明になると思わ

れます。 

・番組の即時公開停止は、万が一番組内

容に誤りがあった場合等に必要となる

ものであり、プラットフォーム事業者

においても対応可能な条件と考えてい

ます。 

・ＮＨＫがＳＴＢ機器の提供を行うこと

はありません。ＳＴＢ機器向けのサー

ビスは、必要な機能を有するＳＴＢ機

器を提供するプラットフォーム事業者

を介して実施します。 

・ＮＯＤ業務については、放送法により

他の業務と区分して経理を行うことが

定められており、ＮＨＫが負担するこ

ととなる費用は、受信料で賄う一般勘

定ではなく、利用料金で賄うＮＯＤ業

務の勘定に計上します。 

 なお、区分経理に基づく平成２０年度

予算については、国会の承認を受け、

ＮＨＫのホームページ等で公表してい

ます(放送法施行規則に基づき、「番組

アーカイブ勘定」という名称になって

います。)。 

 インターネット実施に関して、受信料

を用いるべきではないと考えます。 

 現在ＮＨＫが拠り所としている放送法

自体が現在の技術環境とは乖離してし

まっているが、これを改定しないで受信

料を取りつつ、業務を肥大化させている

事に対して反対します。 

 ＮＨＫで行うべき事項、民間に委託す

る事項をきちんと別けて受信料を利用す

べきである。 

 韓国ドラマ、人気を求める番組は民放

にまかせるべきでしょう。 

 地方ではそれが求められているという

のであれば、都市部の意見は無視してい

る事で公平な対応をしていないと考えら

れます。 

 インターネット事業を行う前に、その

抜本的なＮＨＫのあり方を考えるべきだ

と思われます。 

・インターネットは今や人々の生活や社

会活動等に不可欠な“道具”となって

おり、ＮＨＫの放送を補完するサービ

スや過去番組の提供に対する視聴者の

皆さまからの強いご要望を受けて、Ｎ

ＨＫは、従来から受信料を財源として

インターネットサービスを実施してき

ました。 

 こうしたサービスについては、平成１

９年の放送法改正によって、ＮＨＫの

業務として改めて明確に位置付けられ

たところです。 

・受信料で行う業務は、ＮＨＫの放送を

受信することができる設備を設置した

方に負担していただく受信料を財源と

して、インターネットを通じて行うも

のであることから、その規模について

は自ずから一定の制約があるものと考

えています。今回の変更案では「年額

４０億円程度を上限とする」こととし

ています。 

 

6 個人 

 番組を「うっかり」「急な予定で」「忙

しくて」見逃したという経験は誰に出も

あるはずで、とりわけそれが続き物だっ

たりすると以降見続けるモチベーション

が下がるものです。また、今までチェッ

クしていなかった番組も、何かの切っ掛

けで興味を持ち、過去に遡って見たくな

る事もよくあるもの。 

 それが１ヶ月という限られた期間でテ

レビよりも劣化した画質であっても、合

法的に見られるというのは利用者のニー

ズに合致した良い方針だと思います。 

・本案に賛成のご意見と承ります。  物流を伴わないのだから、在庫リスク

を恐れてパッケージになっていない、

ニッチでも良質な番組や、歴史的価値の

高い映像などが配信されることを期待し

ます。 

 この分野において日本は世界各国でも

話題になるような良質な番組をたくさん

持っているにもかかわらず米国に甚だし

く先んじられているのが歯痒く感じられ

ます。いずれは日本国内のみならず、世

界の視聴者をもターゲットにした市場に

も打って出られることを期待します。 

・頂いたご意見については、今後の業務

実施にあたって参考とさせていただき

ます。 

・ＮＯＤ業務については、実施のための

経費を抑制し利用料金を低廉なものと

するとともに、より多くのコンテンツ

を提供するため、提供先を日本国内に

限ることを条件にコンテンツの権利者

からの許諾を得ています。 

 民業圧迫などという声もあるかも知れ

ませんが、ＮＨＫが動かなければ他も危

機感を持ちません。放送コンテンツ市場

において黒船を眺めながら既得権益のぬ

るま湯で茹で蛙になるだけです。日本の

放送業界の巨人が先鞭を付けるこの方針

を支持します。 

・本案に賛成のご意見と承ります。 

7 個人 

   利用者負担によって行う番組アーカイ

ブ業務「ＮＨＫオンデマンドサービス」

上記について、既にオンデマンドで放送

する番組は視聴者からの視聴料で作った

作品であるのに、料金の２重取りはおか

しいのではないですか？ 

 国民の視聴料で作った作品は、国民の

財産のはず。それをＮＨＫ固有の財産と

して、再び料金を取って放送するのはお

かしいと思います。 

 それなら、その収入を負担した国民に

返還すべきであると考えます。 

・ＮＯＤ業務は、放送法の改正により、

ＮＨＫが、インターネットを通じて有

料でコンテンツを直接利用者に提供す

ることが可能となったことを受けて実

施するものです。 

・利用者にご負担いただくのは、権利の

確保をするための経費、権利者に支払

う権料、配信費用など、番組制作費と

は別にＮＯＤ業務を実施するために必

要となる経費です。 

・放送法第９条第４項の営利目的禁止規

定に従い、ＮＯＤ業務は非営利の業務

として実施します。 
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8 個人 

 「当該放送番組の終了後１か月程度

（シリーズものの放送番組については、

当該シリーズの終了後１か月程度）で終

了することを基本とする。」は無期限にす

るのが望ましいと思います。 

・受信料で行う業務は、ＮＨＫが行う放

送の補完と既放送番組等の国民への還

元の双方を目的とするものですが、Ｎ

ＨＫの放送を受信することができる設

備を設置した方に負担していただく受

信料を財源として行うものであること

から、その規模については自ずから一

定の制約があり、また、２つの目的の

中でも放送の補完に重きを置いて実施

することが適当と考えています。 

・提供期間や提供するコンテンツの範囲

を限定しない場合には、コンテンツの

権利者の許諾を得るなどのために多大

な費用を要することとなることから、

少なくとも現段階においては、その期

間・範囲はある程度限定せざるを得な

いものと考えます。 

 ＮＨＫ番組のネット配信は受信料の二

重取りを防ぐためにも原則無料であるべ

きで、利用者に負担させる場合であって

も必要経費の負担とするべきでＮＨＫ関

連会社や実演家が利潤を得るようなこと

はあってはならないと思います（実演家

が二次使用料を求める行為は非営利を旨

とする公共放送の精神に反する）。 

・ＮＯＤ業務は、放送法の改正により、

ＮＨＫが、インターネットを通じて有

料でコンテンツを直接利用者に提供す

ることが可能となったことを受けて実

施するものです。 

・利用者にご負担いただくのは、権利の

確保をするための経費、権利者に支払

う権料、配信費用など、番組制作費と

は別にＮＯＤ業務を実施するために必

要となる経費です。 

・放送法第９条第４項の営利目的禁止規

定に従い、ＮＯＤ業務は非営利の業務

として実施します。 

 ネット配信は全世界で観られるように

してください。 

 ＮＨＫが制作（製作）する番組にクリ

エイティブコモンズライセンスを採用し

視聴者が自由に YouTube やニコニコ動画

などにアップロードできるようになれば

安価にネット配信を実現できるはずで

す。 

 また、貴局はアメリカで採用されてい

る正当な目的なら著作物を自由に利用で

きるフェアユース規定を著作権法に盛り

込むよう要求するべきだと思います。 

・頂いたご意見については、今後の業務

実施にあたって参考とさせていただき

ます。 

・受信料で行う業務の提供を国内向けに

限定する考えはありませんが、ＮＯＤ

業務については、実施のための経費を

抑制し利用料金を低廉なものとするた

め、提供先を日本国内に限ることを条

件にコンテンツの権利者からの許諾を

得ています。 

 

9 個人 

 サイトを通じてまで情報やコンテンツ

を必要とする利用者とそうでない利用者

は、まったく違う。そうした利用者の違

いを想定せず、「まず予算ありき」「ウェ

ブサイトを通じての配信」などを考える

べきではないように思う。 

 「番組表を新聞で見ればいい。見過ご

したら忘れる」といったワイドショー番

組に近いものを嗜好する層と、スペシャ

ルや報道番組を中心に視聴する層が現実

には存在する。 

 もしＮＨＫが一般企業なのであれば、

そうした視聴者のネット利用調査をして

から、どの部分に金を掛け、金を掛けな

いでいい部分はどうしたら削れるかを想

定する筈である。そして「予算枠から少

しでも削って他の分野に使う」ことを考

える。 

 しかし現行のＮＨＫオンラインは、

ニュースの視聴が海外でも自由に見れる

などの利便性を除いて、「こんなに金掛け

る必要があるの？」という頁が多いよう

に思う。よく比較されるＢＢＣオンライ

ンなどをもっと参考にしたほうがいいよ

うに思うし、そのためには外部協議会を

置くべきだと思う。 

・頂いたご意見については、今後の業務

実施にあたって参考とさせていただき

ます。 

・受信料で行う業務において提供するコ

ンテンツの具体的な内容については今

後検討を進めますが、業務の目的にふ

さわしい内容の充実とともに、効果

的・効率的な業務実施に、不断に努め

ていく考えです。 

 

 

 まずは、「すべてのＶＯＤ配信等をして

いる事業者において、利用可能な配信」

にしてから事業を開始すべきだと思う。

ある事業者の会員なら視聴出来るが、そ

うでない場合にはダメというのでは、Ｎ

ＨＫの存在意義の根幹が意味をなさなく

なると思うからである。自分はある事業

者の利用者で、数ヶ月前にＮＨＫオンラ

インで配信予定が公表された時には利用

不能になっていた。しかし現在では、そ

れが利用可能になっている。これは「囲

い込み」に取られかねないし、一般的な

考え方として「ＮＨＫがそんなことをし

ていいのか」という意見を惹起しかねな

い。 

 また、ＮＨＫエンタープライズなども

そうだが、現行では利用者から制作費を

取り、それをまたＤＶＤなどで市販する

ことでＮＨＫは利益を得ている。配信事

業をするのなら、こうした利益が加速す

ることになるのは当然である。そうした

利益を記した文書を、克明に利用者にＮ

ＨＫオンラインで公表すべきであると思

う。 

・プラットフォーム事業者を介して行う

サービス（パーソナルコンピュータを

提供端末とするものを除く。）について

は、サービスを実施するために必要な

条件を定め、これらを満たす事業者と

契約を締結することとしています。ま

た、プラットフォーム事業者の選定に

あたっては、不当に差別的な取り扱い

をしないこととしています。（変更案第

２の４） 

・ＮＯＤ業務は、放送法の改正により、

ＮＨＫが、インターネットを通じて有

料でコンテンツを直接利用者に提供す

ることが可能となったことを受けて実

施するものです。 

・利用者にご負担いただくのは、権利の

確保をするための経費、権利者に支払

う権料、配信費用など、番組制作費と

は別にＮＯＤ業務を実施するために必

要となる経費です。 

・放送法第９条第４項の営利目的禁止規

定に従い、ＮＯＤ業務は非営利の業務

として実施します。 

 現在、まるで日本国民すべてがネット

で情報を利用していると考える派閥と、

現実的な側面からネットにどれだけ金を

掛ければいいかを考える派閥が存在して

いることを、ＮＨＫは考えるべきであ

る。 

 私の親はまったくネットをせず、年上

の兄弟は「ある程度」ネットを使える世

代に属している。また自営業をしている

関係上、立場や居住地および世代の違い

が、その利用頻度と重要性の認識を違う

ものにしているということを実感してお

り、またネット利用者調査動向などを見

ても、携帯電話利用者のほうがＰＣ利用

者より多いのが実情なことも知ってい

る。 

 そうしたことを考慮しつつ、視聴者に

どういう形がベストなのかを考えるべき

だと思うが、メディア・ＩＴ企業の人間

はそんなことは二の次にし、「とにかく何

か仕事を作って動かす」ことばかりが念

頭にあるとしか思えない。 

 ＮＨＫを支えているのは田舎のおば

ちゃんやお兄ちゃんがヨン様目当てやＭ

ＬＢ目当てにＢＳを視聴したりする部分

もある筈である。しかしそうした人たち

はネットの情報を欲しがったりしていな

いのである。 

・放送法第９条第２項第２号の業務が放

送法改正によって追加された趣旨を踏

まえて、適切に業務を実施していく考

えです。 
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10 個人 

 本項について、簡略に意見を述べま

す。 

・アーカイブ期限を基本一ヶ月としてい

るが、最低一年間程度に延伸できない

か。 

 現状のコンテンツに於いては需要と

なる期間と供給される期間に乖離が非

常に見られており、多くのコンテンツ

では採算がとれずに短期の商品供給で

消滅する場合があまりに多い。 

 ここで、レンタルビデオ店がコンテ

ンツホルダの思惑とは違う所で供給と

需要の乖離を繋ぐ装置となって、中期

的なレンジでのコンテンツ価値の再発

掘需要を満たしてはいるが、しかしレ

ンタル業者も短期需要に依存してコン

テンツを購入する場合が多く、又、需

要予想に反して早期に回転しないコン

テンツは早期に店頭から消えやすい事

から「需要ある所にコンテンツなし」

と言う状況に出くわす事も非常に多

い。 

 そういう事などを鑑みた上で、ネッ

トなどでの好事家の細く長い口コミ評

判によってコンテンツの人気が盛り上

がる事例（例えばＣＢＣ・円谷プロ制

作の「ウルトラマンネクサス」（2004

年）は、視聴率とスポンサーのおも

ちゃの販売不振から制作側が打ち切り

を選択したが、放送終了後の口コミで

放送ビデオとタイアップした映画のビ

デオが異例の売れ行きを示した）を考

えると、一年程度はリピーターの確保

に必要と考えます。 

 

 又、三項に詳述しますが、可能な限り

ＤＲＭ（デジタル著作権管理）機構を排

除したＢＢＣモデルでの配信に努めて頂

きたいと思います。理想は全放送のＤＲ

Ｍフリー化にありますが… 

・受信料で行う業務は、ＮＨＫが行う放

送の補完と既放送番組等の国民への還

元の双方を目的とするものですが、Ｎ

ＨＫの放送を受信することができる設

備を設置した方に負担していただく受

信料を財源として行うものであること

から、その規模については自ずから一

定の制約があり、また、２つの目的の

中でも放送の補完に重きを置いて実施

することが適当と考えています。 

・提供期間や提供するコンテンツの範囲

を限定しない場合には、コンテンツの

権利者の許諾を得るなどのために多大

な費用を要することとなることから、

少なくとも現段階においては、その期

間・範囲はある程度限定せざるを得な

いものと考えます。 

 

※ＤＲＭ等に関するご意見については、

右の欄でＮＨＫの考え方をお示しして

います。 

・料金体系と配信の解像度に柔軟性を持

たせてほしい。 

  現在ＣＡＴＶ会社がおこなっている

通常のＶＯＤでは、525i、４：３、Ｎ

ＴＳＣの放送で一番組・24 時間の視聴

権が 150～300 円（アダルトビデオ及び

映画は 400～500 円程度）、ＨＤＴＶ放

送で 100 円増しとされているが、レン

タルビデオと較べても高値感が強く、

レンタルビデオの場合で 350 円で一週

間の視聴が可能である。 

  従って私個人としてはレンタルビデ

オに依存してしまうのだが、しかし、

この間の不景気・物価高騰の中ではレ

ンタルビデオの使用回数もへらさざる

をえない。 

  故に、消費者は一番組百円以下で一

週間の視聴権のチケットを購入出来な

いと供給に食いつかないと思います。

・又、配信に於いてはＤＶＤ解像度

（ 480i ） と Ｈ Ｄ Ｔ Ｖ 解 像 度

（720p/1125i）、そして YouTube などで

見られる物よりも若干解像度のよい横

512 ピクセル程度の物の三者を供給し

て欲しい。 

・低解像度の物についてはサンプルとし

ての一部の回の無料配信を積極的に

行ってほしい。 

・頂いたご意見については、今後の業務

実施にあたって参考とさせていただき

ます。 

・提供するコンテンツについて複数の

フォーマットを用意することは、サー

バー容量の増大、映像変換装置の増設

などが必要となり、コストアップ要因

となりますので、利用者の皆さまから

のご要望などを踏まえながら、実施に

向けた検討を進めていきたいと考えま

す。 

 なお、標準的な料額については、コン

テンツの画質等に応じて設定すること

としています。（変更案第２の９③） 

・サービスの利用を促進するためにシ

リーズ番組の一部を料金表記載の料額

に比して著しく低額に設定することが

ありますが、その本数は一定比率に限

定することにしています（変更案第２

の９⑨）。 

・BitTorrent や Winny、Share、WinMX な

どの既存のＰ２Ｐ網を活用する事を積

極的に進めてほしい。 

・ＢＢＣに倣い、可能な限りＤＲＭフ

リーの配信を進めてほしい。 

 ＤＲＭと配信形態は技術的には完全

に分離可能であり、今まで日本で立ち

上がったインターネット動画配信シス

テムではＤＲＭと配信形態が完全に

セットとされていたがために Windows

を使わない人が恩恵を受けられない状

況が余りに多く、Windows を持っては

いるけど殆ど使っていない（使う必要

性を感じていない）ので、個人的には

不正規にリッピングするか諦めるかと

言う極限的な二者択一を迫られ続けて

います。 

 この状況を私自身は快く思いませ

ん。受信後の視聴環境で暫定的に

Windows 必須のＤＲＭ認証層を通すの

は受容出来る範囲ですが、視聴も受信

も Windows が必要です。となるとそれ

だけで足が遠のいてしまう。 

 このようなＤＲＭ一体化の理由は

「リッピング対策」などとされている

ものの、情報という物の特質上、一定

数の地下流出はどうしても起きてしま

い、実際アングラ的には出回っていま

す。 

 この現実は今後の事業上、一定のリ

スク係数として認めざるをえないと言

うのが世界の趨勢であり、究極的には

ＢＢＣと同じく全番組のＤＲＭフ

リー・料金フリー・Creative Commons

化に至って欲しいと強く願いますが、

過渡的な措置として、公に期限を切っ

て短期間ＤＲＭを適用することはやむ

を得ないとも思います。 

本事業に於いては、放送アーカイブの

公開を通じて、日本の著作権ビジネス

モデルの根本的な転換を促すような役

割をも担っていただきたいと強く願い

ます。 

・報道番組や社会ドキュメンタリー、選

挙番組などは原則無料・ＤＲＭフ

リー・コピーフリーにして頂きたい。

公共放送としての最低限の義務である

と思います。 

・Ｐ２Ｐ網の活用やＤＲＭのあり方につ

いては、今後の技術の動向やコンテン

ツに関わる権利者の意向など見極めな

がら、ＮＨＫとしても検討を進めてい

きたいと考えます。 

・受信料で行う業務においては、ご指摘

のようなジャンルについても、コンテ

ンツを充実させていく考えです。 

 



 5

11 個人 

  今すぐ ppv に切り替えろ、本当の平

等ォ謳うなら ppv にしろ、世の中にはＮ

ＨＫが死ぬほど嫌いな人間も沢山存在す

る、最初からＮＨＫの無いテレビが有る

べきだ、日本人として日本に生まれてテ

レビ買ったら見なくても嫌いでもＮＨＫ

受信料払えは、おかしいぞ民法見てみろ

国民から金、巻上げてないぞ見る奴から

しか金取るな殺されても死んでもＮＨＫ

は、見ない人間からも受信料脅し取って

恥ずかしく無いのか・・ドロボーＮＨＫ

は、ヤクザの「みかじめ料」より性質が

悪い日本に日本人として生まれテレビ

買ったら力ずくで受信料、巻き上げるな

ら日本人辞める方法、教えるかＮＨＫの

無いテレビ販売するか ppv にするか選択

の自由、与えろ・・資本主義だぞ日本は

中国じゃ在るまいし社会主義か日本は俺

は一度もＮＨＫは、見たことが無い

ぞ・・と言ってもテレビ自体余り見ない

がＮＨＫが受信料集金来たら目の前で自

殺してやろうかと考えている・・実際に

は大声上げて大喧嘩するつもりだが・・

ＮＨＫ憎しみ続けて３０年・・住所見て

来るなら来い・・ＮＨＫ裁判も受けて立

ちたい最高裁まで争い「その内容公開

し・u 桙ト本にする・・この不条理世界

中に知らしめる」・・それが人生最大の目

標だ。 

・本案に直接関係のないご意見であると

考えます。 

 国民の金、当てにするな、乞食ＮＨＫ

世の中にはＮＨＫ憎んでる人間もいるし

全然ＮＨＫ見ない人間もいる ppv に早く

しろ・・所詮国家の犬だよＮＨＫは・・

俺は生まれてこの方一度もＮＨＫ見たこ

とが無いぞ。 

・本案に直接関係のないご意見であると

考えます。 

 経営運営ォＮＨＫ全然見ない国民まで

力ずくで受信料巻き上げて金儲けするの

は早く辞めろ・・ppv に早くしろお断り

の権利も国民に与えろ、民放と同じくす

るか ppv に早くしろ、世の中にはＮＨＫ

死ぬほど嫌いな人間もいるしＮＨＫだけ

が死ぬほど嫌いな人間達は本当に見な

い・・恥ずかしいと想わないですか・・

乞食ＮＨＫ様へ。 

・本案に直接関係のないご意見であると

考えます。 
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12 

(有)遠州

パソコン

寺子屋 

         私は、９年前脱サラ＆静岡県袋井市に

Ｕターンして、地域のパソコン＆イン

ターネットの普及に貢献することを大儀

として、パソコン教室を開業した者で

す。 

 インターネット環境につきましては、

この地域ではＡＤＳＬがＮＧな地域や光

インターネットがＮＧな地域また、両方

がＮＧな地域がまだ多く点在しておりま

す。日本の各地でも同様な状況ではない

かと思われます。 

 そして片や、第３セクターのケーブル

テレビインターネットなども宣伝してお

りますし、今回地デジ放送など、テレビ

などで大々的に宣伝しております。 

国民は、かなり混乱していると思いま

す。 

 個人的見解を申し上げれば、ＮＴＴの

光ネクストがあれば、地デジは無用で、

国内産業（家電メーカー＆テレビ局な

ど）保護のための施策とも考えてしまい

ます。 

 それはさておき、今回のインターネッ

ト実施基準に関しまして、ＮＨＫという

日本の公共放送＆通信のリーダーとし

て、まず先程述べさせて頂きましたよう

に、すべての国民が同じサービスを受け

られるように・・・またデジタルデバイ

ド（環境面）解消のための施策をまず、

お願いしたいと思います。 

 将来の日本を背負って立つ子供たち

に、パソコン＆インターネットは、不可

欠なツールです。 

 本来であれば、総務省や文部科学省な

どに意見するものであると思います

が・・・ 

 日本の通信・放送のリーダーであるＮ

ＨＫさんに期待したいと思います。まさ

に、「日本のこれから」よろしくお願いい

たします。 

・頂いたご意見は、今後の業務実施にあ

たって参考とさせていただきます。 

13 個人 

 ネットで全番組を公開してください。 ・受信料で行う業務は、ＮＨＫが行う放

送の補完と既放送番組等の国民への還

元の双方を目的とするものですが、Ｎ

ＨＫの放送を受信することができる設

備を設置した方に負担していただく受

信料を財源として行うものであること

から、その規模については自ずから一

定の制約があり、また、２つの目的の

中でも放送の補完に重きを置いて実施

することが適当と考えています。 

・提供期間や提供するコンテンツの範囲

を限定しない場合には、コンテンツの

権利者の許諾を得るなどのために多大

な費用を要することとなることから、

少なくとも現段階においては、その期

間・範囲はある程度限定せざるを得な

いものと考えます。 

 無料で公開してください。 ・ＮＯＤ業務は、放送法の改正により、

ＮＨＫが、インターネットを通じて有

料でコンテンツを直接利用者に提供す

ることが可能となったことを受けて実

施するものです。 

・利用者にご負担いただくのは、権利の

確保をするための経費、権利者に支払

う権料、配信費用など、番組制作費と

は別にＮＯＤ業務を実施するために必

要となる経費です。 

・放送法第９条第４項の営利目的禁止規

定に従い、ＮＯＤ業務は非営利の業務

として実施します。 

 Ｂ－ＣＡＳは廃止せよ。 ・本案には直接関係がないご意見である

と考えます。 
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14 個人 

 インターネットでの番組配信をＮＨＫ

が行うべきではない。 

＜問題点＞ 

・受信料で番組の制作をしているのに、

受信料を払っていない人にも番組の配

信をするのは間違っているのではない

か。 

・受信料で番組の配信のするに当たり、

投資金額に対して、申込者が少なく、

赤字になった場合、誰が責任を取り、

赤字分を補填するのか明確にして実施

する必要がある。 

 

 上記を行うのであれば、まず、受信料

の強制徴収を辞め、民間と同じ条件に

なってから議論して頂きたい。 

・インターネットは今や人々の生活や社

会活動等に不可欠な“道具”となって

おり、ＮＨＫの放送を補完するサービ

スや過去番組の提供に対する視聴者の

皆さまからの強いご要望を受けて、Ｎ

ＨＫは、従来から受信料を財源として

インターネットサービスを実施してき

ました。 

 こうしたサービスについては、平成１

９年の放送法改正によって、ＮＨＫの

業務として改めて明確に位置付けられ

たところです。 

・受信料で行う業務は、ＮＨＫの放送を

受信することができる設備を設置した

方に負担していただく受信料を財源と

して、インターネットを通じて行うも

のであることから、その規模について

は自ずから一定の制約があるものと考

えています。今回の変更案では「年額

４０億円程度を上限とする」こととし

ています。 

・受信料で行う業務は「放送の補完」を

主な目的とするものであり、これに

よってＮＨＫの放送番組に接していた

だく機会が増えれば、受信料のお支払

いにつながっていくことも期待できる

と考えます。 

        

15 個人 

 特に異論はありません。 ・本案に賛成のご意見と承ります。  特に異論はありません。 本案に賛成のご意見と承ります。  視聴環境について、十分な考慮をお願

いしたい。現在、パソコン用ＯＳとして

は、マイクロソフト社の Windows、アッ

プル社の Mac OS、Linux などがあるが、

せめて前２つについては、視聴可能な環

境をお願いしたい。 

 また、シリーズ物の再配信について

は、週次で放送されている作品について

は、翌週の放送時までに視聴可能として

いただきたい。 

 今後の通信環境の状況などにもよりま

すが、携帯電話などの定額通信サービス

などを利用した比較的低帯域の通信環境

に対しても、現行の地デジ放送のワンセ

グ放送のような視聴を可能としていただ

きたい。 

・頂いたご意見は、今後の業務実施にあ

たって参考とさせていただきます。 

・ＮＯＤ業務については、可能な限り

オープンな規格の採用を目指してお

り、コンテンツ保護、サービスモデル

の実現等の観点から、端末機器のソフ

トウェア・機能に関する一定の条件を

設け、こうしたソフトウェア・機能を

備えたものを逐次対象に加えることと

しています（変更案第２の５）。 

・「見逃し番組サービス」については、放

送終了後２４時間程度で視聴を可能と

し、１週間程度ご利用できるようにす

る方針です。 

 

16 個人 

     料金を取るなんて。ダウンロード数が

少な過ぎて恥を掻く前に、ネットのど素

人、さっさと退場しろ。 

・頂いたご意見は、今後の業務実施にあ

たって参考とさせていただきます。 

    

17 個人 

 ネット経由で番組を見る際、ＮＨＫは

お金を取るつもりだそうですが、すでに

払っているのに何でもう一度払わなけれ

ばいけないのでしょうか？？無料にして

ください。 

・受信料で行う業務は、受信料を財源と

して無料で実施するものです。 

 ネット経由で番組を見る際、ＮＨＫは

お金を取るつもりだそうですが、すでに

払っているのに何でもう一度払わなけれ

ばいけないのでしょうか？？無料にして

ください。 

・ＮＯＤ業務は、放送法の改正により、

ＮＨＫが、インターネットを通じて有

料でコンテンツを直接利用者に提供す

ることが可能となったことを受けて実

施するものです。 

・利用者にご負担いただくのは、権利の

確保をするための経費、権利者に支払

う権料、配信費用など、番組制作費と

は別にＮＯＤ業務を実施するために必

要となる経費です。 

・放送法第９条第４項の営利目的禁止規

定に従い、ＮＯＤ業務は非営利の業務

として実施します。 

 ネット経由で番組を見る際、ＮＨＫは

お金を取るつもりだそうですが、すでに

払っているのに何でもう一度払わなけれ

ばいけないのでしょうか？？無料にして

ください。 

※左の欄でＮＨＫの考え方をお示しして

います。 
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18 個人 

     元々受信料で作成されたもので利益を

得るなら、本体に利益を還元しなさい。

あるいは、利益相当分は、配信料の無料

化の財源にすべきだ。当然受信料を払っ

ている者は、無料で配信を受ける権利が

ある。 

・ＮＯＤ業務は、放送法の改正により、

ＮＨＫが、インターネットを通じて有

料でコンテンツを直接利用者に提供す

ることが可能となったことを受けて実

施するものです。 

・利用者にご負担いただくのは、権利の

確保をするための経費、権利者に支払

う権料、配信費用など、番組制作費と

は別にＮＯＤ業務を実施するために必

要となる経費です。 

・放送法第９条第４項の営利目的禁止規

定に従い、ＮＯＤ業務は非営利の業務

として実施します。 

・また、繰越欠損金の解消後に結果とし

て生じる収支差については、原則とし

て受信料で賄う一般勘定に繰り入れる

ことにしています。（変更案第２の１１

②） 

 受信料を払っている者とそうでない者

とは区別してサービスをすること。 

・受信料で行う業務は「放送の補完」を

主な目的とするものであり、これに

よってＮＨＫの放送番組に接していた

だく機会が増えれば、受信料のお支払

いにつながっていくことも期待できる

と考えます。 

・ＮＯＤ業務について、利用料金は、Ｎ

ＯＤ業務を実施するために必要となる

経費をそのサービスを利用する方にご

負担いただくものであり、また、この

サービスによりＮＨＫの放送番組に接

していただく機会が増えることも期待

します。受信料の支払いの有無によっ

て扱いを異にすることは、消費者取引

の適正性等の観点からご指摘を受ける

可能性もあると考えます。 

19 個人 

 ＞当該放送番組の終了後１か月程度

（シリーズものの放送番組については、

当該シリーズの終了後１か月程度）で終

了することを基本とする。 

とありますがなぜ１ヶ月という非常に短

い期間なのでしょうか？そもそもなぜ期

限を設ける必要があるのでしょうか？ 

 これらのアーカイブは「いつでも、見

たいときに見られる」ものこそ価値があ

るものであり、「○年前の××って番組は

すごく良かったよ」と言われたときに、

それをさっと探せて見られるのが本来あ

るべき姿だと思います。 

 このような期間を設けての配信ではた

だのお遊びにしか思えません。 

・受信料で行う業務は、ＮＨＫが行う放

送の補完と既放送番組等の国民への還

元の双方を目的とするものですが、Ｎ

ＨＫの放送を受信することができる設

備を設置した方に負担していただく受

信料を財源として行うものであること

から、その規模については自ずから一

定の制約があり、また、２つの目的の

中でも放送の補完に重きを置いて実施

することが適当と考えています。 

・提供期間や提供するコンテンツの範囲

を限定しない場合には、コンテンツの

権利者の許諾を得るなどのために多大

な費用を要することとなることから、

少なくとも現段階においては、その期

間・範囲はある程度限定せざるを得な

いものと考えます。 

 プラットフォーム事業者の選定につい

て多くある音楽配信サイトのような差別

（特定のプレイヤーを使用しないと聞け

ないなど）が無いように切に願います。

・可能な限りオープンな規格の採用を目

指しており、コンテンツ保護、サービ

スモデルの実現等の観点から、端末機

器のソフトウェア・機能に関する一定

の条件を設け、こうしたソフトウェ

ア・機能を備えたものを逐次対象に加

えることとしています（変更案第２の

５）。 

 

 今回、このような試みは大変素晴らし

いと思います。が、それ故に下手な失敗

はして欲しくないと思っています。 

 

 １で回答したように配信に期限がある

ような始まり方ではこの試みの失敗は既

に見えています。多くのしがらみはある

と思いますが「あるべき姿」での配信を

切に願います。 

※左の欄でＮＨＫの考え方をお示しして

います。 

20 個人 

 提供期間を一律に１か月に限定する必

然性がない上に、全番組および、これま

でにアーカイブされているコンテンツを

対象とするべきと考える。 

 本来、受信料をベースに作成されたも

のであり、インターネットが必要不可欠

な道具という認識である以上、放送にし

ろ、インターネットにしろ、リアルタイ

ムでも、On Demand でも、すべての番組

を、いつでも、受信料を払っている人が

見れるということを目標とするべき。こ

れを実現する上で、マイルストーンがあ

るということならば、まだ、理解できる

が、これを明確に目標としないことに

は、強い違和感がある。 

 目標とするべき点が、不明確かつ低す

ぎる。 

・受信料で行う業務は、ＮＨＫが行う放

送の補完と既放送番組等の国民への還

元の双方を目的とするものですが、Ｎ

ＨＫの放送を受信することができる設

備を設置した方に負担していただく受

信料を財源として行うものであること

から、その規模については自ずから一

定の制約があり、また、２つの目的の

中でも放送の補完に重きを置いて実施

することが適当と考えています。 

・提供期間や提供するコンテンツの範囲

を限定しない場合には、コンテンツの

権利者の許諾を得るなどのために多大

な費用を要することとなることから、

少なくとも現段階においては、その期

間・範囲はある程度限定せざるを得な

いものと考えます。 

 受信料を財源として、すべての番組を

いつでも、見れるということを実現する

ことを前提として、他事業者に番組を下

すことも容認されるが、それを実現せず

に、事業者に提供するのは、許されるべ

きではない。この結果として、受信料で

制作された番組を見るために、さらに別

に対価が発生するというのは、まった

く、納得できない。 

 対価を払っていない人、たとえば、海

外での配信等に限定するべきと考える。

 英国ＢＢＣの方針を参考にされること

を強く要望する。 

・ＮＯＤ業務は、放送法の改正により、

ＮＨＫが、インターネットを通じて有

料でコンテンツを直接利用者に提供す

ることが可能となったことを受けて実

施するものです。 

・利用者にご負担いただくのは、権利の

確保をするための経費、権利者に支払

う権料、配信費用など、番組制作費と

は別にＮＯＤ業務を実施するために必

要となる経費です。 

・放送法第９条第４項の営利目的禁止規

定に従い、ＮＯＤ業務は非営利の業務

として実施します。  

 年間４０億円を上限とするという規模

感に、強い違和感がある。放送とイン

ターネットを同列、あるいは、インター

ネットにこれまで以上の投資をすること

が、望まれる。今後、チャンネル数を削

減してでも、インターネット配信をしっ

かりと実現することが、ＮＨＫが、目指

すべきことと考える。 

 ユーザに対しての利便性をまず、第１

に考える姿勢がほしい。 

 インターネットを利用することで、

チャネル数も時間にも制約を設けずに、

番組を提供可能になるわけで、放送チャ

ネルを減らしてでも、これに積極的に対

応することが望まれるし、受信料にして

も、放送とインターネットを同一に扱う

べきと考える。（たとえば、インターネッ

トでは、番組ごとに料金を取るなどは、

全く論外、ＢＳと同様にリーズナブルな

一律料金で提供する） 

・頂いたご意見は、今後の業務実施にあ

たって参考とさせていただきます。 

※左の欄でもＮＨＫの考え方をお示しし

ています。 
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21 個人 

   受信料を払っている世帯と、そうでな

い方々との料金を分けて欲しい。 

 アーカイブ番組は高画質で楽しみたい

が、我が家は光回線ではないので、ダウ

ンロードして視聴したい（たとえば風呂

に入っている間にダウンロードしてお

く）。また、有料である以上、巻き戻しや

一時停止、早送りなどができるようにす

べきである。 

・利用者にご負担いただくのは、権利の

確保をするための経費、権利者に支払

う権料、配信費用など、番組制作費と

は別にＮＯＤ業務を実施するために必

要となる経費です。 

・利用料金は、ＮＯＤ業務を実施するた

めに必要となる経費をそのサービスを

利用する方にご負担いただくものであ

り、また、このサービスによりＮＨＫ

の放送番組に接していただく機会が増

えることも期待します。受信料の支払

いの有無によって扱いを異にすること

は、消費者取引の適正性等の観点から

ご指摘を受ける可能性もあると考えま

す。 

・視聴期間を限定したダウンロードサー

ビスについては、１２月のＮＯＤ業務

開始当初は実施しませんが、利用者の

ご要望などを踏まえ、実施について検

討を進めていきます。 

    

22 

株式会社

テレテッ

ク 

     ダウンロード型映像配信ですがやはり

ハイビジョン作品を多くしなければなら

ないと思われます。 

 視聴者は有料で見るわけですから地上

デジタル・ＢＳデジタルと同等の品質を

求めるものと思われます。今後ＰＣ端末

でのダウンロード後ＴＶに接続して大画

面での視聴などが増えてくると思われま

すのでＷＭＶのファイル品質は８Ｍｂｐ

ｓＶＢＲクラスでのエンコードが必要と

思われます。 

・頂いたご意見は、今後の業務実施にあ

たって参考とさせていただきます。 

・なお、視聴期間を限定したダウンロー

ドサービスについては、１２月のＮＯ

Ｄ業務開始当初は実施しませんが、利

用者のご要望などを踏まえ、実施につ

いて検討を進めていきます。 

    

23 個人 

 これについては大反対である。そもそ

も特殊法人の公共放送が行うべき新規事

業ではない。何故インタネットにまで進

出しなければならないのか全く理解に苦

しむ。高い受信料を取られている視聴者

利益のためにもっと優先順位が高い課題

は沢山あるはずだ。 

 現在の受信料の収入実態はきわめて不

公平でいびつである。３０％もの受信料

未納者がおりその数はべらぼうだ。全く

お話しにならないひどい数字だ。そして

未納者の分を我々愚直な視聴者が不当に

負担させられているのが現状である。 

 このような実態の中で又４０億円にも

上るムダなカネをかけてインタネット事

業にまで進出する等はもってのほかであ

る。結局は「ただ見」をしている不逞な

やからの利益になるだけで我々は大損す

る立場になる。こんな不公平が許される

のは全く不当であり社会正義に反するこ

とだ。即刻止めてほしい。 

 実に人を食った馬鹿げた新規事業であ

り、ますます受信料を支払うのがバカら

しくなってくる。これによって放蕩協会

の職員らの天下り先がまた増えることに

もつながるので絶対に反対する。視聴者

のことを一体どう考えているのか。 

 このような事業に進出するのは民業圧

迫の典型であるが、放送法本来の趣旨に

照らしても疑問が大きい。 

・インターネットは今や人々の生活や社

会活動等に不可欠な“道具”となって

おり、ＮＨＫの放送を補完するサービ

スや過去番組の提供に対する視聴者の

皆さまからの強いご要望を受けて、Ｎ

ＨＫは、従来から受信料を財源として

インターネットサービスを実施してき

ました。 

こうしたサービスについては、平成１

９年の放送法改正によって、ＮＨＫの

業務として改めて明確に位置付けられ

たところです。 

・受信料で行う業務は、ＮＨＫの放送を

受信することができる設備を設置した

方に負担していただく受信料を財源と

して、インターネットを通じて行うも

のであることから、その規模について

は自ずから一定の制約があるものと考

えています。今回の変更案では「年額

４０億円程度を上限とする」こととし

ています。 

・この４０億円はあくまで「上限」であ

り、実際の支出予算はＮＨＫの財政状

況等を踏まえてこの範囲内で決定し国

会の承認を得て、実施していきます。 

 これは見る者がカネを支払うのだから

反対する理由は無いと思われがちだが、

初期投資、コストには莫大なカネがかか

る。これまた我々の受信料が当てられる

のならとんでもない話だ。また海のもの

とも山のものとも分からず投資金を回収

できるかどうかやってみないとわからな

いのでは話にならない。更にシステムを

維持管理するための費用まで我々が負担

することになれば論外である。きちんと

した予測と料金設定をしないと受信料で

赤字を埋める事態になりかねない。この

ことは視聴者として今後厳しくチェック

する必要があると考える。 

 どの程度のニーズがあるかの話だが、

多分非常に低いだろう。有料会員を２０

万人弱と踏んでいるようだが半分も達成

不可だろう。売り上げを４０億円でペイ

するらしいが赤字になったら誰がどのよ

うに責任を取るのか明確にすべきであ

る。 

 本当に見たい番組があるとすれば録画

予約の方法があり広く普及している。イ

ンタネットで改めて見たいというニーズ

は極めて限られているものと思われる。

もし、ニーズが高い放送があればムダを

省き再放送すれば良いだけの話である。

・ＮＯＤ業務については、放送法により

他の業務と区分して経理することが定

められており、必要経費は受信料では

なく、利用者に負担していただく利用

料金で賄います。 

・ＮＨＫは配信設備を保有せず、外部事

業者の配信サービスを利用すること等

により、ＮＯＤ業務は初期投資負担を

極力圧縮して実施する計画としていま

す。 

・ＮＯＤ業務の収支は、当初は赤字でス

タートしますが、５年経過後の年度

（２５年度）で繰越欠損金を解消さ

せ、収支が相償するような料金水準と

する計画です。 

・頂いたご意見については、今後の業務

実施にあたって参考とさせていただき

ます。 

 ＮＨＫの役職員の発想は独りよがりで

我々民間人の常識とは全くかけ離れてい

るという意見はよく耳にする。議事録を

読むと経営委員らからさえこのような発

言が行われているが今度のこともその典

型である。 

 現在グーグルを始め動画を見たり的確

な情報をタイムリーに手に入れることが

出来る無料の有益なサイトは山ほどあ

る。ここへ採算度外視の特殊法人が進出

してくる理由は全く見当たらない。 

 また、有料事業としては必ず採算ベー

スに乗せるのが至上命題であり、サイト

へのアクセス率が大切だと思うが、その

予測数字さえ不明確である。私は低いと

推定している。 

 また、番組配信選定基準も明らかでは

ないのは、はなはだ不明朗な話だ。全て

視聴者軽視の施策だと判断している。 

 私は今度の総選挙で政権が変わり、特

殊法人原則廃止の民主党に総ての期待を

かけている。この特殊法人組織そのもの

のあり方や受信料体系等を抜本的に改め

ない限り視聴者の利益につながるような

改革は出来ないだろう。 

・頂いたご意見は、今後の業務実施にあ

たって参考とさせていただきます。 

・他事業者へのコンテンツ提供を行って

いますが、放送の補完等の観点から自

らコンテンツを提供することは意義が

あるものと考えます。 

・利用料金の料額を決定するにあたって

は、利用料金収入の推計調査を実施す

ることとしており、その調査結果につ

いては、ＮＨＫのホームページで公表

することとしています。（変更案第２の

９①および 16） 
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24 個人 

 いったん放送したものを１ヶ月程度の

期間をおいて、インターネットで閲覧可

能とすることはとてもよいことだと思い

ます。 

 ただ、受信契約をしているかどうかで

区別することはできるのでしょうか。受

信契約者向けにＩＤを発行し、パスワー

ドによる閲覧とするなどの工夫をされて

みてはいかがでしょうか。 

・本案に賛成のご意見と承ります。 

・受信料で行う業務は「放送の補完」を

主な目的とするものであり、これに

よってＮＨＫの放送番組に接していた

だく機会が増えれば、受信料のお支払

いにつながっていくことも期待できる

と考えます。 

 このサービスはとても期待していま

す。ＮＨＫのすばらしい番組がいつでも

見られるようになることは、とても楽し

みです。 

 すべての番組をアーカイブにするなど

の、内容の充実をぜひお願いします。 

・本案に賛成のご意見と承ります。   特にありません。   

25 個人 

 「３．既放送番組等の提供の態様」が

よくわかりません。 

 「番組アーカイブ業務」の「見逃し番

組サービス」との差異はなにでしょうか。

「見逃し番組サービス」はアーカイブで

はなく、「専ら受信料を財源として行うも

の」ではないでしょうか。 

・現行の実施基準においては、ホーム

ページと番組との関連性を担保する観

点から、「放送番組ごとにホームページ

を作成する」こととしてきましたが、

変更案においては、番組との関連性

は、番組名称をホームページに明示す

ることによって担保することとし、個

別番組ごとのホームページは必須とし

ないこととしています。 

・「見逃し番組サービス」を含む番組アー

カイブ業務は利用者負担によって行う

ものであり、利用料金をできるだけ低

廉なものとするため、有料での利用が

見込まれるコンテンツを用意します

が、本業務では、そうしたものでなく

ても受信料を財源として提供すること

に社会的意義があるものを提供してい

く考えです。 

 ＮＨＫの受信契約は世帯単位で行って

いるのにアーカイブは個人単位になるの

はなぜでしょう？パソコン類も居間に進

出し、オンデマンド放送も家族で楽しむ

時代ですので、７の５は家族や友人を招

いて自宅で視聴する事を妨げるものでは

困ると思います。 

 また、アーカイブといえども受信料で

作成したものがほとんどでしょうから、

９．の料金は受信料を払っている人とそ

うでない人を分ける必要が有るのではな

いでしょうか。受信料を払っている人に

はアーカイブを提供するのに必要となる

原価で提供し、払ってない人には作成費

の一部を負担してもらい、それを受信料

削減の原資に使うようにすれば、公平感

が生まれ、また受信契約の増加につなが

るのではないでしょうか。 

 受信契約率が上昇すれば、ゆくゆくは

アーカイブ業務も受信料の範囲内でまか

なうようになるのが理想だと思います。

・第２の７の⑤は、私的利用に限るとい

う趣旨であり、家族や友人との私的な

視聴を妨げるものではありません。 

・利用者にご負担いただくのは、権利の

確保をするための経費、権利者に支払

う権料、配信費用など、番組制作費と

は別にＮＯＤ業務を実施するために必

要となる経費です。 

・利用料金は、ＮＯＤ業務を実施するた

めに必要となる経費をそのサービスを

利用する方にご負担いただくものであ

り、また、このサービスによりＮＨＫ

の放送番組に接していただく機会が増

えることも期待します。受信料の支払

いの有無によって扱いを異にすること

は、消費者取引の適正性等の観点から

ご指摘を受ける可能性もあると考えま

す。 

 コスト高の無線インフラを削減できる

ような道を含ませておける内容に強化し

ておくべきではないでしょうか。 

 数年前に予想する事は難しかったで

しょうが、地上デジタルを推進せずに最

初からＩＰにしてくれていればテレビ局

もユーザーも無駄な出費をしなくて済ん

だように思えてなりません。 

・頂いたご意見は、今後の業務実施にあ

たって参考とさせていただきます。 
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26 個人 

 基本的にＨＰでの提供に関しては、イ

ンターネットの特質から、その時点で

「国内」や「国外」という線引きはでき

ない。むしろ海外邦人にとっては、国内

とのデバイドがなくなる点でネットでの

配信は有用である。多くの日本人が海外

に勤務や移住している観点からも「国

内」にこだわるべきではない。また、外

国人の日本語習得のためにもネットでの

配信を行うべきであり（英訳はなくても

良い）、画質も内容が理解できる程度で構

わない。 

 

・受信料で行う業務については、国内向

けに限る考えはありません。 

 

 

 

 本サービスは、ＮＨＫが「ＮＨＫオン

デマンドサービス」として電気通信回線

を用いて①直接利用者に届けるものと、

②プラットフォーム事業者から提供され

るものの２種類の形態があると理解して

良いのだろうか？②は、多くをプラット

フォーム事業者が負担することは理解で

きるが、①の場合は、初期投資はＮＨＫ

負担ということなのだろうか？ 

また、「４．プラットフォーム事業者から

の契約の申し込みへの対応」では、メタ

データの提供をはじめ、明らかに事業者

側に不利な契約と見受けられるが、ＮＨ

Ｋが本当に「ＮＨＫオンデマンドサービ

ス」の普及に力を入れているのかに疑問

が残る。 

 さて、私の海外の知人や、海外長期出

張が多い者からは、日本に帰国した際

に、大河ドラマ等を１月分（４～５回

分）まとめて視聴したい旨を述べるもの

や、クローズアップ現代を２か月程度

遡って視聴したい旨を述べる方が多い。

それらの方々のためにも、放送後１週間

程度だけのサービスでは、魅力がないと

考える。むしろ、「本業務のうち、専ら受

信料を財源として行うもの」と同様に当

該放送番組の終了後１カ月程度は視聴可

能とすべきと考える。 

 さらに、課金サービスとして、現在は

ＰＣなどでカード情報の読み込みも可能

であり、サービス登録者によっては、

カード使用による「単品」課金にて利用

でき、かつ決済はカード会社で行うこと

も検討されては如何だろうか？ 

  

また、電気通信回線が海外を含め将来高

度化（光）されると考えると、海外向け

有料サービスの実施も検討されてもよ

い。 

・ＮＯＤ業務として行うサービスには、

パーソナルコンピュータ向けにＮＨＫ

が直接提供するものと、テレビ受信機

およびセットトップボックス向けにプ

ラットフォーム事業者を介して提供す

るものがあります。 

ご意見を踏まえて、「放送法第９条第２

項第２号の業務の基準（案）およびこ

れに関連する考え方」を修正すること

とし、「ＮＨＫオンデマンドサービスの

概要と仕組み」について、別添 1 を追

加し、さらに具体的にお示ししていま

す。 

 前者のサービスについても、配信、コ

ンテンツ管理、顧客管理、課金など

は、外部事業者からサービス提供を受

けて実施することにより、ＮＨＫの初

期投資負担を極力圧縮する計画です。

・プラットフォーム事業者が満たすべき

条件のひとつとして「オンラインで既

放送番組等およびメタデータの登録が

できること」を規定していますが、こ

れは、放送終了後比較的短時間（２４

時間程度を想定）のうちに「見逃し番

組サービス」を実施する上で必要なも

のです。これを含め、プラットフォー

ム事業者に不利な条件を課すものでは

ないと考えます。 

・仕組みが分かりにくいというご意見を

踏まえて、「放送法第９条第２項第２号

の業務の基準（案）およびこれに関連

する考え方」を修正することとし、「Ｎ

ＨＫオンデマンドサービスの概要と仕

組み」について、別添１を追加し、さ

らに具体的にお示ししています。 

・ＮＯＤ業務については、実施のための

経費を抑制し利用料金を低廉なものと

するとともに、より多くのコンテンツ

を提供するため、提供先を日本国内に

限ることを条件にコンテンツの権利者

からの許諾を得ています。 

 現在、ＮＨＫの各放送局に出向かなけ

れば視聴することができない番組アーカ

イブが、自宅のＰＣでも視聴でき得るこ

とは大きく評価できるものである。番組

提供後にアンケートなどを実施すれば、

マーケティング活動として視聴者からの

有用な第一次情報をＮＨＫ側も得ること

ができ、その後の番組制作にそれらの意

見を反映させることができるのではない

だろうか。 

 また、学校教育に使っていただけるよ

うに、幼児セット、小学校セットといっ

た学校教育セットや、大学の学部用にビ

ジネス関連番組をセットにした経済学

セット、経営学セット、文学セット、工

学セットなど、柔軟なセットを用意して

も良いかも知れない。 

 老年者も、当「ＮＨＫオンデマンド

サービス」で、老人ホームや公民館など

で集団で一つの番組を視聴する機会が持

てることも可能であり、新たなコミュニ

ティの形成の可能性も考えられる。 

・頂いたご意見は、今後の業務実施にあ

たって参考とさせていただきます。 
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27 個人 

 利用料金の収受するしないで、配信の

放送も２グループに分かれるようだが、

敢えて意見すれば、ＮＨＫ本体が実施す

る事業であるならば受信料で全てを賄う

べきと考える。同時に受信料という言葉

も変えよう。ネット事業に踏み出す組織

が使うには、受信料という言葉自体がも

う時代にそぐわないのだ。今回のネット

配信事業は、ＮＨＫ自身が行うのは妥当

性があるし、自分で制作し著作権を所有

する番組を新しい方法で視聴者に届ける

のは素晴らしいことだと考える。しか

し、ＮＨＫの収入は受信料という特別な

仕組みで成立しており、新しい事業もそ

の枠の中で行ってこそのものだろう。新

たな設備や、運営の資金も現在年間６千

から７千億円規模の受信料収入の中から

捻出するべきである。それでは不足だと

いうのであれば、事業を実施すべきでは

ないし、どうしても資金確保を目指すの

であれば、法的な根拠に基づき特別会計

枠を設定した上で事業を実施するのがよ

いと思う。 

 一方ネット配信における利用料を考え

るとその利用はＮＨＫ自身ではなく、Ｎ

ＨＫが例えば第三者に番組を販売し、第

三者が行うサービスの中で当該番組を視

聴する場合に発生させるのが自然であろ

う。それは、ＮＨＫが自社番組を他の第

三者ネット配信サービス事業者に販売す

ることを前提にしてでの意見ではある。

しかし、当然それは実施しなければなら

ない。ＮＨＫが独占してネット配信を行

うことこそ、法律で制限を加えるべきだ

ろう。 

 ＮＨＫは当該サービス会社に番組を供

給する時に、供給の対価としてライセン

ス料を請求すればよい。当該サービス会

社は、様々な番組と組合わせた編成でＮ

ＨＫの番組を提供するのであり、サービ

ス契約者から利用料を取るのは当然であ

る。 

 この意見は、ＮＨＫはあくまでも公共

組織としての存在を維持すべきと希望す

るところから来る。放送局であろうと

も、配信サービス会社であろうとも、そ

の収入は民放と異なり視聴者から一元化

して法的根拠の元に受け取るべきであ

る。ネット事業のための資金不足が発生

するのであれば、現状を見直し、テレ

ビ、ラジオのチャンネル数を減らすこと

や、高額な費用が必要な番組制作を控え

る方向に経営が向くべきだろう。 

 そうした基本的考え方で望めば、放送

法第９条第２項第２号の業務の基準にお

ける第１については大賛成であり、むし

ろここに全ての配信業務を集約すべきで

ある。 

 

・ＮＯＤ業務は、放送法の改正により、

インターネットを通じて有料でコンテ

ンツを提供することが可能となったこ

とを受けて実施するものです。 

・ＮＯＤ業務については、放送法により

他の業務と区分して経理することが定

められており、必要経費は受信料では

なく、ＮＯＤ業務の利用料で賄いま

す。 

・その一方で、インターネットは今や

人々の生活や社会活動等に不可欠な

“道具”となっており、ＮＨＫの放送

を補完するサービスや過去番組の提供

に対する視聴者の皆さまからの強いご

要望を受けて、ＮＨＫは、従来から受

信料を財源としてインターネットサー

ビスを実施してきたところです。 

・ＮＨＫは、他の事業者からの求めに応

じてＮＨＫコンテンツを提供し、また

はこれらの事業者に対して使用を許諾

することがありますが、これらの求め

には公平に対処することとしていま

す。インターネット利用のための提供

基準については、今回の意見募集にあ

たって公表した「インターネット利用

のための既放送番組等の提供基準

（案）」でお示ししています。 

・ご意見を踏まえて、「放送法第９条第２

項第２号の業務の基準（案）およびこ

れに関連する考え方」を修正すること

とし、「ＮＨＫオンデマンドサービスの

概要と仕組み」について、別添 1 を追

加し、さらに具体的にお示ししていま

す。 

 同第２については、利用料金の収受は

ＮＨＫ自身が本サービスを行うときは実

施せず、別の第三者サービス事業者が行

う時は実施する。 

 しかし、その判断は当該サービス事業

者の営業方針に任せるべきで、法律で縛

るのもではないと考える。 

 なお、私はアーカイブという言葉は不

適切だと感じる。日本語で他に適切な言

葉はないのだろうか。普通に番組とはい

えないのだろうか？小説の世界であれ

ば、故人であっても現役の作家であって

も、作品は作品だ。 

 また、配信番組は、ＮＨＫが制作し著

作権を所有する番組に限るべきである。

海外のドキュメンタリーやドラマなど、

購入して放送している番組はネット配信

には不適切である。そこまで範囲を広げ

る必要はない。 

 スポーツ番組についても、生中継の放

送は重要だが、過去の名試合をネットで

見る時に、ＮＨＫのサービスを利用する

必要はないだろう。その努力はそれぞれ

の試合の放送権や配信権を持った組織の

活動に期待したい。ＮＨＫ杯といった冠

スポーツ大会は、ＮＨＫが著作権を持っ

た番組と定義できれば、ＮＨＫが自ら配

信するのが良いだろう。 

 

・頂いたご意見は、今後の業務実施にあ

たって参考とさせていただきます。 

・利用者にご負担いただくのは、権利の

確保をするための経費、権利者に支払

う権料、配信費用など、番組制作費と

は別にＮＯＤ業務を実施するために必

要となる経費です。 

・放送法第９条第４項の営利目的禁止規

定に従い、ＮＯＤ業務は非営利の業務

として実施します。 

・ＮＨＫが放送した海外のドキュメンタ

リーやドラマ、スポーツ番組について

も、利用者のニーズがあり、経費負担

が比較的小さい範囲でコンテンツの権

利者からの許諾が得られる場合には、

提供を行う計画です。 

 

 

 最後に全体的な意見として伝える。イ

ンターネットが生活に入り込み、納税申

請さえも対応できる今の世の中。ＮＨＫ

もインターネットを利用しての新サービ

スは自然な流れだろう。まだ使いこなせ

る人が多くない、どの家庭でも同じス

ピードの伝送が可能となっていない等現

状もあるが、インフラというものは一度

に普及するものでもない。都市部と地方

部、電波環境の敷設しにくい地域など、

普及の差は当然であろう。しかし、そう

した面においても、関係者の努力の末、

徐々に改善されていくだろう。ネットの

敷設はＮＨＫの事業ではない。この点も

放送とは異なる。一部の意見者は、外部

の会社が多額の予算をかけて敷設したイ

ンフラをＮＨＫは無料で使うのかと主張

する者もあるだろう。ここに、ＮＨＫ自

身がサービス主体となった時の、利用者

無料のルールの根拠がある。同時に、そ

うした敷設事業者が同時に運営するネッ

トサービス事業者にも番組を貸し出せば

良い。ＮＨＫの良質な番組を扱えること

は、そうした企業によって有益である。 

 ＮＨＫは新サービス運営のためのラン

ニングコストの増加で利用者から特定の

新たな収入を期待したいかもしれない。

しかし、現在の放送５チャンネル、ラジ

オ３チャンネルの全国放送の実施自体

が、過剰なサービスと言え、もし、それ

だけのサービスを加えた上での事業計画

を新たに立案し、受信料（あるいは別の

名前）の設定をするべきであろう。値上

げの時期はなかなか難しいが、超えなけ

ればならない壁だと考える。ＮＨＫ関連

の作業は政治問題である。放送は見ない

が、ネットは利用するという人も多い。

ＮＨＫの良質な番組は彼らにも大いにア

ピールするだろうし、世間に受け入れら

れるものと信じる。 

 つきつめれば、お金の問題である。Ｎ

ＨＫの受信料という規則が限界に来てい

るのではないだろうか。国会での積極的

な議論を経て社会福祉と同じく給与から

の天引きや、確定申告時の課税など国民

全員から集金する新制度の確立をするべ

きであろう。同時に、ＮＨＫは今の巨大

な組織を見直し、放送番組制作費の高騰

化傾向の中、厳選し真に必要なジャーナ

リズムや娯楽に絞った番組編成と制作を

目指すことが重要だと思う。 

 以上、募集の主旨に沿って言及してみ

た。 

 そもそも法律案・事業案は確定してい

るようなので、とにかく今はスケジュー

ルを守って事業を始め、利用者から喜ば

れるようなサービスを維持して欲しいと

思う。私も過去の優れた番組を改めて自

宅で自分の好きなときにカタログから拾

い出すように見てみたいと思っている。 

・頂いたご意見は、今後の業務実施にあ

たって参考とさせていただきます。 
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28 個人 

 「各事業年度の開始前に、提供しよう

とする既放送番組等の具体的な内容等を

記載した基本計画を公表」という方針と

のことですが、どのような番組を「専ら

受信料を財源として行うもの」として位

置づけるかの方針をもっと具体的に示す

べきである。 

・具体的なコンテンツについては、今後

検討を進め、基本計画の中で公表しま

す。 

 放送後１週間程度に期間配信する「見

逃し番組サービス」も有料とのこと。し

かし、このようなサービスはよく使うと

思います。ブロードバンドの普及率がさ

らに上がれば、これまでの再放送に代わ

る位置づけになるかもしれません。その

ため、「見逃し番組サービス」について

は、受信料を支払っている家庭には無料

にするのが適切と感じます。 

 また、利用者負担でなく、広告収入に

よって無料化できないかも検討していた

だきたいです。 

・ＮＯＤ業務は、放送法の改正により、

ＮＨＫが、インターネットを通じて有

料でコンテンツを直接利用者に提供す

ることが可能となったことを受けて実

施するものです。 

・利用者にご負担いただくのは、権利の

確保をするための経費、権利者に支払

う権料、配信費用など、番組制作費と

は別にＮＯＤ業務を実施するために必

要となる経費です。 

・放送法第９条第４項の営利目的禁止規

定に従い、ＮＯＤ業務は非営利の業務

として実施します。 

・ＮＯＤ業務の実施にあたって広告収入

を得る考えはありません。 

 このように意見を募るのはいいことだ

と思います。これからもお願いします。

ただし、意見募集していることの広報を

もっとするべきです。また、意見募集期

間は１ヶ月位取ったほうがいいと思いま

す。 

・頂いたご意見は、今後の事業運営にあ

たって参考とさせていただきます。 

29 個人 

・ＮＨＫ＋ＩＤを利用してマイページを

登録、番組の宣伝や放送開始日時など

のメールによる通達を可能にして欲し

い。 

・災害の情報を海外からネットで見られ

るようにして欲しい。 

・ＮＨＫ＋ＩＤを利用してアーカイブ事

業の試供版を体験できるようにして欲

しい。それによって加入していない潜

在ユーザーの要望を汲むことができる

と思われる。 

・その他の基本方針は良いと思います。 

・頂いたご意見は、今後の業務実施にあ

たって参考とさせていただきます。 

・災害情報については、変更案において

「必要に応じ、積極的に実施する」こ

ととしているところであり、本業務に

おいて提供する他のコンテンツと同様

海外からもご覧いただけるように提供

しています。 

 

・まず、「ＮＨＫオンデマンド」と言う名

称を「ＮＨＫネット博物館」ないし

「ＮＨＫネットミュージアム」に変え

て欲しい。理由は３つ。 

１．子供やお年寄りに理解され難い名

称だから。親に対して発言権の高い

と思われる子供や、生活に余裕のあ

るお年寄りは主要ユーザーになると

思われる。 

２．その基本理念が「博物館」と「需

要に応じて」では全く違う。ＮＨＫ

は国民の「目」を司っていると考

え、国民の教養・知性の向上に貢献

して欲しい。 

３．ＮＨＫ番組は「博物館」に所蔵で

きるだけの品と価値を持っていると

思われるから。 

・現時点での利用者負担は見放題パック

で月額￥1500 程度、一年契約で月平均

￥1200 程度だと有り難い（他の美術館

の入館料と同程度）。ただし、途中で何

度も値上げされるのは困るので、採算

性を優先するのは仕方ないと思う。 

・番組の製作者の情報を番組の基本情報

にして、ネット配信時に製作者や作曲

者で検索できるようにして欲しい。以

下は考えられるメリット 

１．映画を監督で選ぶ事があるよう

に、ＮＨＫ番組も監督や音楽で興味

を持って見ることがあると思う。

ユーザーが「もっと見たい」と興味

をかきたてられる。 

２．監督や作曲者の名前が出る→個人

の評価にもつながる。 

・頂いたご意見は、今後の業務実施にあ

たって参考とさせていただきます。 

 

 

 

 

・アーカイブ事業によってネット配信さ

れた番組の「高画質版」をＤＶＤやＣ

Ｄで提供して欲しい。～￥800 程度が

望ましい。他の映画ＤＶＤのレンタル

料金を考えるとその程度が最もユー

ザーが増えると考えられる。設備投資

とどれだけ釣り合うかが問題となる。

この業務は全国の営業所が中心となっ

て行えると良いと思う。 

 （ＮＨＫの世界遺産のＤＶＤは、私個

人としては高すぎて買う気がしない。

安くなればもっと多くの人が買うと考

えている。） 

・また、ＰＣや液晶テレビ・音楽ＤＶＤ

など、壁紙の需要は多いと考えられ

る。ＮＨＫの築いてきた宝の山を発掘

し、その貴重な財産を様々な形で発信

して欲しい。その中でお金に換えられ

る物もあり、それがＮＨＫが「目」と

して充実することに使われるなら幸い

です。 

・頂いたご意見は、今後の業務実施にあ

たって参考とさせていただきます。 

・ＮＨＫ自身がＤＶＤやＣＤの販売を行

うことはありませんが、これらを発行

しようとする外部の事業者から二次使

用の許諾を求められた場合には、適切

な基準に基づいて対処していきます。

30 個人 

語学放送について 

 インターネットでの視聴を可能とし、

放送内容をＰＣにダウンロードして、時

間を問わず学習できるようにして欲し

い。 

・提供するコンテンツ、提供の形式等に

ついては、頂いたご意見も踏まえつ

つ、今後検討を進めていきます。 

   特にラジオ番組については、受信機か

らインターネットへのメディア変更を進

めて頂きたい。（地方に行くとまだまだ

受信状態が良くない地域があるため） 

・頂いたご意見は、今後の事業運営にあ

たって参考とさせていただきます。 
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31 

社団法人 

日本民間 

放送連盟 

①インターネット業務のうち「専ら受信

料を財源として行うもの」の年間予算

上限を現行の「１０億円程度」から

「４０億円程度」へ大幅に増額する方

針について、具体的な算定根拠を示す

べきである。従来から、受信料財源に

よるインターネット業務の目的は「放

送の補完」にあり、変更案においても

その目的は変わらないにもかかわら

ず、４倍もの大幅増が必要な理由を

「インターネット接続環境の高速化へ

の対応等」と説明するだけでは、国

民・視聴者の理解は得られないのでは

ないか。 

 

・ご意見を踏まえて、「放送法第９条第２

項第２号の業務の基準（案）およびこ

れに関連する考え方」を修正すること

とし、規模の見直しについては、別添

２の参考２を追加し、さらに具体的に

考え方をお示ししています。 

・なお、受信料で行う業務は、放送の補

完と既放送番組等の国民への還元の双

方を目的として実施するものです。(変

更案第 1の 1) 

②「専ら受信料を財源として行うもの以

外のもの（番組アーカイブ業務）」は

有料サービスであり、放送法第３９条

で区分経理が義務付けられている。Ｎ

ＨＫは受信料会計との区分経理を厳格

に運用し、同業務に係る経理の詳細を

公表して透明性を確保すべきである。

また、平成２５年度末に同業務の継続

を検討する旨が明記されているが、同

業務開始から３年経過後（平成２２年

度末）に収支均衡とならない場合に

は、さらなる赤字拡大を防ぐため、同

業務からの撤退を含めて必要な措置を

講じるべきであり、繰越欠損金の解消

に受信料収入を注ぎ込むようなことが

あってはならない。 

③「ＮＨＫオンデマンドサービス（ＮＯ

Ｄ）」の提供料額を極端に廉価に設定

したり、ＮＯＤ等の権利許諾を得るた

めに高額な対価や料率を設定すること

によって、動画配信サービス市場の健

全な発達を阻害することのないよう、

慎重な配慮を望むものである。変更案

は、外部事業者の意見や苦情に対応す

る「外部委員を含む審査委員会」を設

けるとしており、こうした“苦情処理

機関”が適切に機能するよう要望す

る。 

④いわゆる「ビデオ・オン・デマンド事

業者」の求めに応じてＮＨＫが既放送

番組等を提供するにあたり、別紙３

「インターネット利用のための既放送

番組等の提供基準（案）」において

「過度な営利行為につながらないこ

と」とされているのと同様に、ＮＯＤ

の実施にあたっても、ＮＨＫブランド

が民間ビジネスに過度に利用されてい

るなどの批判を国民・視聴者から受け

ないよう配意すべきである。 

 

 

（②について） 

・区分経理については配賦基準を定めて

（変更案第２の１０）適切に運用する

とともに、決算を公表して透明性を確

保します。また、配賦基準はＮＨＫの

ホームページに掲載して公表します

（変更案第２の１６）。 

・ＮＯＤ業務の収支計画では、３年経過

後の年度（２３年度）に単年度黒字、

５年経過後の年度（２５年度）に繰越

欠損金解消を目指していることから、

変更案第２の１７②に、平成２５年度

末において本業務の継続を検討する旨

を定めています。また、変更案第４に

は、実施日から３年後を目途に必要な

見直しを行う旨を定めています。 

 

（③について） 

・ＮＯＤ業務の利用料金は、放送番組等

の提供を行う他の事業者の平均的な料

金水準に比し、不当に低くならないよ

うに設定します（変更案第２の９①

⑦）。また、サービスの利用を促進する

ためにシリーズ番組の一部を料金表記

載の料額に比して著しく低額に設定す

ることがありますが、その本数は一定

比率に限定することにしています（変

更案第２の９⑨）。 

・権利許諾を得るための対価や料率につ

いては、ＮＯＤ業務の収支を十分考慮

した上で、権利者と協議して設定いた

します。 

・外部委員を含む審査委員会について

は、規程を定め、適切に運用します

（変更案第２の１５②）。 

 

（④について） 

・プラットフォーム事業者との契約の条

件の一つとして「公共放送としての協

会の業務の遂行に支障が生じるおそれ

がないこと」（変更案第２の４②キ）を

規定しているところです。プラット

フォーム事業者を介して提供を行う場

合には、ご指摘のような状況が生じな

いように十分配意していきます。 

 

 

 ＮＨＫが次期経営計画案に続き、今般

のインターネット実施基準案についても

広く視聴者から意見を募集することを高

く評価する。今後もこのような取り組み

を継続していただきたい。 

 本年４月に施行された改正放送法で、

ＮＨＫの任意業務として「既放送番組等

を電気通信回線を通じて一般の利用に供

すること」（インターネット業務）が追

加され、制度上、正式に位置付けられ

た。しかしながら、ＮＨＫは放送法に基

づき設立された特殊法人であり、受信料

制度で支えられることに鑑みれば、公共

放送ＮＨＫのインターネット業務は自ず

からその範囲・内容に制約が伴うもので

あり、民間事業との調和を求められると

ころである。 

 このため、ＮＨＫが新たなサービスを

行おうとする場合は、ＮＨＫの全般的な

在り方や民間事業者との公正な競争をも

見渡したうえで、ＮＨＫが真に手がける

にふさわしいものかどうかを適切に判断

しうる、透明性の高い組織や手続きが必

要と考える。 

 こうした観点から、変更案等について

以下の意見を申し述べる。 

 なお、インターネット実施基準の確定

版で追加・修正された項目等について

は、必要に応じて改めて意見を述べるこ

ととする。 

 

⑤放送法第９条第４項「営利目的の禁

止」、および第４６条「広告放送の禁

止」の趣旨に鑑み、ＮＨＫがＮＯＤや

自局のホームページ等において、バ

ナー広告などの広告ビジネスを行うこ

とは、将来的にも絶対にあってはなら

ないと考える。広告財源の導入は受信

料制度の維持のみならず、結果的に公

共放送の存続自体を危うくするもので

ある。 

⑥ＮＨＫがインターネット業務に用いる

コンテンツは放送法第９条第２項第２

号で「既放送番組等」に限定されてい

る。ＮＨＫはこの規定を遵守し、将来

にわたり、未放送の番組・コンテンツ

をインターネット業務で配信すること

があってはならないと考える。 

・頂いたご意見は、今後の事業運営に当

たって参考とさせていただきます。 

 

（⑤について） 

・放送法第９条第２項第２号の業務の実

施にあたっても、広告収入を得る考え

はありません。 

 

（⑥について） 

・ご指摘のとおり、放送法第９条第２項

第２号業務において提供できるのは

「既放送番組等」であり、法律の規定

を遵守して業務を実施していく考えで

す。 

 なお、ＮＨＫが行うインターネットに

よるコンテンツ提供は、第９条第２項

第２号業務に限られるものではなく、

番組制作等の本来業務の一環として行

うものや、災害・危機管理情報その他

の緊急情報・選挙情報・外国人向け情

報・番組の周知宣伝等であって放送終

了よりも前に提供を開始するものなど

があり、この点については「放送法第

９条第２項第２号の業務の基準および

これに関連する考え方（案）」の３でお

示ししているところです。 
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32 個人 

 学校においては、ＨＰからストリーミ

ング配信される番組及び資料映像を授業

において活用させていただいています。

日々科学技術が進歩し生活環境が変化す

る中、質の高い内容の映像は大変有効な

学習資料となっています。 

 配信についての放送後の期間的な問題

は、学校においては放送直後から１年間

というような特例を認めていただけない

でしょうか。また、現在の画面サイズ、

画素数については、通信のためのプラッ

トフォームもかかわるとは思いますが、

ぜひ高画質を実現願いたいと思います。

今後は、各教室にもＬＡＮが組まれ、大

型ディスプレーで視聴が可能な環境が

整っていくものと思われます。オアシス

プロジェクトのような行政単位の加入で

もよいと思いますが、学校という特例を

ぜひご検討いただければ幸いです。 

 また、あわせて、教育活動という範囲

について、著作権法の拡張なども必要か

と考えます。 

・頂いたご意見は、今後の業務実施にあ

たって参考とさせていただきます。 

・受信料で行う業務については、「国民の

大部分が問題なく視聴できる程度の画

質で提供することを基本」とすること

が適当と考えており、インターネット

接続環境の急速な進展に対応して、適

時適切に見直しを行っていく考えで

す。 

・学校放送番組は主として学校向けのも

のであることから、その取り扱いにつ

いては、学校におけるインターネット

接続環境の整備状況も踏まえつつ、今

後検討していきます。 

 時代の動きの中で当然の流れだと思い

ます。 

 この料金体系については、他の有線及

び衛星通信放送などとバランスをとって

設定いただければよいと考えます。特

に、低く設定する必要があるとは思えま

せん。 

 

・本案に賛成のご意見と承ります。   

33 

札幌市立

新琴似小

学校 

６．画質------------------------- 

 既放送番組等のうち動画形式によるも

のについては、インターネットを利用す

る国民の大部分が問題なく視聴できる程

度の画質で提供することを基本とし、そ

の具体的な画質等については、国民全体

のインターネット接続環境の変化に応じ

て随時見直す。 

--------------------------------- 

 教育の求めるものは、「未来を担う子

供たちにより良いものを」という視点か

ら動き出していただきたいと願うばかり

です。現状の利便性（国民の大部分が問

題なく・・・）で満足することが、来る

べき実用の時代には陳腐な情報提供とな

るほどの進化発展であります。 

 次世代を志向した高画質・高音質の追

求が前提になるべきと考えます。ハイビ

ジョン・地デジに相当する画質音質を要

求します。 

・頂いたご意見は、今後の業務実施にあ

たって参考とさせていただきます。 

・受信料で行う業務については、「国民の

大部分が問題なく視聴できる程度の画

質で提供することを基本」とすること

が適当と考えており、インターネット

接続環境の急速な進展に対応して、適

時適切に見直しを行っていく考えで

す。 

・学校放送番組は主として学校向けのも

のであることから、その取り扱いにつ

いては、学校におけるインターネット

接続環境の整備状況も踏まえつつ、今

後検討していきます。 

 オンデマンドを教育の分野での映像教

材データベース構築のスタートとして欲

しいと願っています。国策としてのデー

タベースが、ＮＨＫ学校放送番組の歴史

に裏打ちされた高品位の素材と映像の高

画質化により高い教育効果を生み出すと

考えます。 

 サービスについても、教育にかかる免

除規定の創設など、未来を担う子らへの

贈り物としての措置をお願いしたい。 

 

・頂いたご意見は、今後の業務実施にあ

たって参考とさせていただきます。 

 時代は地デジへの転換が話題となり、

すべての情報端末が地デジ画面に集約さ

れることが現実となっている。 

 地デジ放送の高画質・高音質の中に、

インターネットを介した動画などのオン

デマンド情報が入り込んだときに少なく

とも同レベルの映像が求められる。 

時代の求めるものに逆行するのではな

く、ともに協調しあって進んでいくこと

が、特に「教育」には求められてしかる

べきと考えます。 

 国策として新たな時代を迎えた地上デ

ジタルテレビ放送事業が、ブロードバン

ド時代に情報端末として遜色のない状況

を維持することも国策として不可欠であ

ると考えます。 

・頂いたご意見は、今後の業務実施にあ

たって参考とさせていただきます。 

・受信料で行う業務については、「国民の

大部分が問題なく視聴できる程度の画

質で提供することを基本」とすること

が適当と考えており、インターネット

接続環境の急速な進展に対応して、適

時適切に見直しを行っていく考えで

す。 

・学校放送番組は主として学校向けのも

のであることから、その取り扱いにつ

いては、学校におけるインターネット

接続環境の整備状況も踏まえつつ、今

後検討していきます。 
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34 

社団法人

日本新聞

協会 

メディア

開発委員

会 

 日本放送協会（ＮＨＫ）が公表した

「放送法第９条第２項第２号の業務の基

準（インターネット実施基準）およびこ

れに関連する考え方（案）」（以下、基

準案）への意見募集にあたり、日本新聞

協会メディア開発委員会（新聞・通信社

のデジタルメディア関連部門の役員・局

長５４社で構成）の意見を述べる。 

 メディア環境が変化し、放送と通信の

連携が進む時代においても、ＮＨＫの使

命が放送法に基づき放送番組をあまねく

視聴者に届けることに変わりはない。受

信料収入という安定した財源で運営され

るＮＨＫは、民間事業者とは競争条件が

異なる。多数の民間事業者によって既に

市場が形成されている通信分野でＮＨＫ

がインターネット事業を行うにあたって

は、民業圧迫を引き起こすことのないよ

う配慮が必要だ。事業規模を拡大する場

合においても、民業が圧迫されることに

より、結果としてメディアの多元性、言

論・表現の多様性が損なわれることが

あってはならない。 

 放送法改正に伴い、ＮＨＫはインター

ネット事業を本来業務として行うことが

可能となった。とはいえ、同法はイン

ターネットを使って配信するコンテンツ

を「協会が放送した放送番組及びその編

集上必要な資料」と規定している。これ

はとりもなおさず、インターネット利用

によるＮＨＫの業務範囲が「番組の二次

利用と放送の補完」に限定されることに

他ならない。 

 このため、基準案も受信料を財源とし

て行うインターネット事業の目的につい

て、「協会が行う放送を補完してその効

果・効用を高めるとともに、国民共有の

財産であるこれらの既放送番組等を広く

国民に還元する」と明記している。自ら

明示した目的を常に念頭に置き、放送法

によって規定された業務範囲を超えるこ

とがないよう、慎重な対応を強く求め

る。 

 基準案はまた、受信料を財源とするイ

ンターネット業務の規模について「年額

４０億円程度を上限とする」と、現行基

準の４倍に拡大させている。短兵急に大

幅な上限の引き上げを行うことに対して

国民の理解を得るためには、ＮＨＫがイ

ンターネット事業を始めて今日に至るま

でのサイトの利用者数や閲覧数の推移、

運営費用の内訳と額、インフラの整備状

況などの基礎的な資料を公開するととも

に、今後計画している具体的な事業内容

と、それに要する経費の内訳およびその

根拠を詳細に明らかにすべきである。 

 なぜなら、「公共放送を支えるための

国民の特殊な負担金」とされる受信料を

財源とする以上、可能な限り事業の透明

性を高めることが公共放送事業体たるＮ

ＨＫの果たすべき責務であると考えるか

らだ。 

・受信料で行う業務の実施にあたって市

場への影響についての配慮が必要と考

えており、頂いたご意見は今後の業務

実施にあたって参考とさせていただき

ます。 

・放送法第９条第２項第２号の業務が放

送法改正によって追加された趣旨を踏

まえつつ、適切に業務を実施していく

考えです。 

 なお、ＮＨＫが行うインターネットに

よるコンテンツ提供は、第９条第２項

第２号業務に限られるものではなく、

番組制作等の本来業務の一環として行

うものや、災害・危機管理情報その他

の緊急情報・選挙情報・外国人向け情

報・番組の周知宣伝等であって放送終

了よりも前に提供を開始するものなど

があり、この点については「放送法第

９条第２項第２号の業務の基準および

これに関連する考え方（案）」の３でお

示ししているところです。 

・「規模」に関するご意見を踏まえて、

「放送法第９条第２項第２号の業務の

基準（案）およびこれに関連する考え

方」を修正することとし、ＮＨＫのイ

ンターネットサービスのアクセス数等

の推移については、別添２の参考１を

追加するとともに、規模の見直しにつ

いては、別添２の参考２を追加し、さ

らに具体的に考え方をお示ししていま

す。 

・これまでの約１０億円という上限は、

もともと平成１４年３月に公表された

「日本放送協会のインターネット利用

に関するガイドライン」で示されたも

のであり、その後６年が経過し、その

間の国民のインターネット利用の進展

や接続環境の急速な変化等を踏まえて

今回の見直しを行うものです。 
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35 
ヤフー 

株式会社 

 既放送番組等の提供期間として「当該

放送番組の終了後１か月程度（シリーズ

ものの放送番組については、当該シリー

ズの終了後１か月程度）で終了すること

を基本と」し、「我が国の過去の優れた

文化の保存に寄与し、または歴史上特に

重要な事実を記録したものであって、受

信料を財源として提供するにふさわしい

社会的意義を有するものについて」のみ

を例外として「上記の期間にかかわら

ず、適宜提供を行う」とされているが、

「国民共有の財産である既放送番組等を

広く国民に還元する」という目的に照ら

し、提供期間には基準上明示的な制限を

設けるべきでない。むしろ提供しないも

のまたは提供期間に制限を設けるべきも

のを例外として必要に応じて基準を定め

るべきである（誤報や、当事者の人権に

関わる犯罪報道等）。 

・受信料で行う業務は、ＮＨＫが行う放

送の補完と既放送番組等の国民への還

元の双方を目的とするものですが、Ｎ

ＨＫの放送を受信することができる設

備を設置した方に負担していただく受

信料を財源として行うものであること

から、その規模については自ずから一

定の制約があり、また、２つの目的の

中でも放送の補完に重きを置いて実施

することが適当と考えています。 

・提供期間や提供するコンテンツの範囲

を限定しない場合には、コンテンツの

権利者の許諾を得るなどのために多大

な費用を要することとなることから、

少なくとも現段階においては、その期

間・範囲はある程度限定せざるを得な

いものと考えます。 

（提供期間について） 

 サービスの種類として「放送後１週間

程度の期間配信する『見逃し番組サービ

ス』」「一定期間または期間を定めずに

配信する『特選ライブラリーサービ

ス』」とあり、放送後１週間、一定期間

などと、提供期間を限定して配信するこ

とが想定されているが、「国民共有の財

産である既放送番組等を広く国民に還元

する」という目的に照らし、提供期間に

は制限を設けるべきでない。むしろ提供

しないものまたは提供期間に制限を設け

るべきものを例外として必要に応じて基

準を定めるべきである（誤報や、当事者

の人権に関わる犯罪報道等）。 

 

（利用料金について） 

 放送を前提に作られた映像をインター

ネットで配信するためのフォーマット変

換や配信プラットフォームの構築・維持

のためのコストを有料配信で回収するこ

とについては理解するものの、利用料金

はそれらのコストを数年で回収するため

に必要な最小限の設定とすべきである。

一定期間を経て初期費用の回収ができた

ものについては、無料配信または配信に

かかる回線利用料や権利処理料等の最低

限のコストのみを反映した低廉な利用料

金とすべきである。 

 まして、利用料金の考え方において、

「放送番組等の提供を行う他の事業者の

平均的な料金水準に比し不当に低くなら

ないこと」「毎年少なくとも１回実施す

る市場調査により、放送番組等の提供を

行う他の事業者の平均的な料金水準に比

し不当に低いことが判明したときは、そ

の是正のため必要な改定を行う」などと

することについては、「放送番組等の提

供を行う他の事業者」の価格設定の根拠

には各事業者固有の経済活動上の要因が

あるところ、日本で唯一の公共放送とし

て受信料による番組制作を行っていると

いう特異性を有する日本放送協会におい

ては他の事業者との表面的な料金比較は

無意味であり、他の事業者の料金水準に

合わせて料金設定または増額改定を行う

ことを実施基準に含めることは国民の理

解が得られにくいと思われる。「国民共

有の財産である既放送番組等を広く国民

に還元する」という目的に沿うために

は、優良なコンテンツを国民が利用する

機会をできる限り広げることが望ましい

ため、利用料金は日本放送協会がコスト

ベースで設定を行うべきと考える。 

（提供期間について） 

・コンテンツの権利者から許諾を得るう

えで、配信期間を定めることが必要と

考えていますが、「特選ライブラリー

サービス」において、権利者から期限

の定めなく許諾が得られた場合には、

期間を定めずに配信する場合がありま

す。 

 

（利用料金について） 

・ＮＯＤ業務の収支計画では、５年経過

後の年度（２５年度）に繰越欠損金の

解消を目指しており、解消後は、料金

の考え方について見直しを行います

（変更案第２の１５②）。 

・利用者負担によるサービスとしての公

正競争確保の観点から、利用料金を、

放送番組等の提供を行う他の事業者の

平均的な料金水準に比し、不当に低く

ならないように設定することは必要と

考えています（変更案第２の９①およ

び⑦）。 

（「インターネット利用のための既放送

番組等の提供基準（案）」について） 

 同基準で定める使用料については、放

送を前提に作られた映像をインターネッ

トで配信するためのフォーマット変換や

配信プラットフォームの構築・維持ため

のコストを有料配信で回収することにつ

いては理解するものの、提供料金はそれ

らのコストを数年で回収するために必要

な最小限の設定とすべきで、一定期間を

経て費用の回収ができたものについて

は、無料とすべきである。 

 まして、使用料を「他の事業者と同水

準」などとすることについては、「放送

番組等の提供を行う他の事業者」の価格

設定の根拠には各事業者固有の経済活動

上の要因があるところ、日本で唯一の公

共放送として受信料による番組制作を

行っているという特異性を有する日本放

送協会においては他の事業者との表面的

な料金比較は無意味であり、他の事業者

の料金水準に合わせて料金設定すること

を実施基準に含めることは、最終的な受

益者となる一般消費者の利益に反するこ

ととなる可能性があり、ひいては「国民

共有の財産である既放送番組等を広く国

民に還元する」という目的を毀損する恐

れがある。優良なコンテンツを国民が利

用する機会をできる限り広げることが望

ましいため、利用料金は日本放送協会が

コストベースで設定を行うべきと考え

る。 

 

・提供または使用承認に伴って発生する

ことが見込まれる費用については、提

供先または使用承認先の事業者に負担

していただく考えです。 

・「インターネット利用のための既放送

番組等の提供基準（案）」の３で、Ｎ

ＨＫコンテンツの使用料について「他

の事業者と同水準」としているのは、

必ずしも他のコンテンツ提供者が設定

している使用料と同水準とするという

ことまでを指したものではなく、ＮＨ

Ｋオンデマンドサービスへの提供の場

合も他の事業者に対する提供の場合も

同水準とするという趣旨です。 

 この点については誤解を招くおそれが

ありますので、３の記述を次のとおり

改めます。（下線部を追加） 

 「当該提供または使用承認に当たって

適用するＮＨＫコンテンツの使用料

は、ＮＨＫオンデマンドサービスおよ

び他の事業者への提供または使用承認

にあたって適用する使用料と同水準と

する。」 
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36 個人 

 通常放送のスクランブル放送と完全リ

ンクさせるのが、社会常識として最も適

正な方法であると考えます。 

 見たものは払う、見ないものは払わな

い。公平負担の根本原則であると思いま

す。公共放送部分（ニュース天気予報災

害放送 etc）は当然ノースクランブルで

す。これですべて理論的不整合は無くな

ります。 

・本案に直接関係のないご意見であると

考えます。 

 通常放送のスクランブル放送と完全リ

ンクさせるのが、社会常識として最も適

正な方法であると考えます。 

 見たものは払う、見ないものは払わな

い。公平負担の根本原則であると思いま

す。公共放送部分（ニュース天気予報災

害放送etc）は当然ノースクランブルで

す。これですべて理論的不整合は無くな

ります。 

 

・本案に直接関係のないご意見であると

考えます。 

 通常放送のスクランブル放送と完全リ

ンクさせるのが、社会常識として最も適

正な方法であると考えます。 

 見たものは払う、見ないものは払わな

い。公平負担の根本原則であると思いま

す。公共放送部分（ニュース天気予報災

害放送etc）は当然ノースクランブルで

す。これですべて理論的不整合は無くな

ります。 

 玉音放送、かぐやの月からの映像など

は国民のものであります。ＮＨＫが著作

権主張を現在もしているのは許せないこ

とだと考えます。このような映像音声は

自由に国民が見たり聞いたりする権利が

あります。 

・頂いたご意見は、今後の業務実施にあ

たって参考とさせていただきます。 

37 個人 

 ＮＨＫは、受信料によって番組を製作

し、一般家庭に配信すると、思っていま

した。番組の製作をせず、受信料だけを

徴収するとは、驚きました。 

ＮＨＫが所有している番組は、すべて国

民共有の財産である。それを、次世代に

伝えるため、デジタル化するのは大賛成

です。デジタル化する費用を捻出するた

め、利用者にサーバー管理費等の名目で

料金を徴収するのは、しかたがないと思

います。 

 貴方が、考える受信料の定義とはどの

ようなものですか。私は、現在 LINUX

で、インターネットに接続しています。

私にも、受信料を支払う義務が、発生し

ますか。 

・受信料で行う業務は、ＮＨＫの放送を

受信することができる設備を設置した

方に負担していただく受信料を財源と

して行うものであり、この業務におい

て提供するコンテンツを利用する方か

ら別途受信料をいただくものではあり

ません。 

 

 絶対反対です。 

 国民共有の財産であるこれらの既放送

番組を、第三者である業者に放送権を売

り、ＮＨＫは収入を得る。それを見る国

民は、自分の受信料で製作された既放送

番組に、もう一度料金の支払いをしなけ

ればならない。 

 ＮＨＫが公共放送でなく、有料放送で

あれば、この事は、何ら問題はありませ

ん。あなた方が、公共放送で有り続ける

のか、有料放送への道を進まれるのか。

注意深く見守らせていただきます。 

 

・ＮＯＤ業務は、放送法の改正により、

ＮＨＫが、インターネットを通じて有

料でコンテンツを直接利用者に提供す

ることが可能となったことを受けて実

施するものです。 

・利用者にご負担いただくのは、権利の

確保をするための経費、権利者に支払

う権料、配信費用など、番組制作費と

は別にＮＯＤ業務を実施するために必

要となる経費です。 

・放送法第９条第４項の営利目的禁止規

定に従い、ＮＯＤ業務は非営利の業務

として実施します。 

・また、ＮＯＤ業務は、ＮＨＫが自ら

（直接またはプラットフォーム事業者

を介して）実施し、利用者に料金を負

担していただくものであり、ＮＨＫが

他の事業者から収入を得るものではあ

りません。 

 民放、有料放送が、ＮＨＫの受信料制

度を羨み、仕掛けたことだと思います。 

 “２ 利用者負担で行う業務”が行われ

たとき、私は地上波の受信料の支払いを

やめます。 

 

・頂いたご意見は、今後の業務実施にあ

たって参考とさせていただきます。 

 



 
平成２０年１０月 

日 本 放 送 協 会 

 

放送法第９条第２項第２号の業務の基準（案）およびこれに関連する考え方 

 

１ インターネットは今や、人々の生活や社会活動などに必要不可欠な“道具”となり、

ＮＨＫでは、ＮＨＫの放送番組との関連性を有するさまざまなコンテンツを提供して

いますが、昨年１２月の放送法改正により、ＮＨＫの業務に、ブロードバンド等の電

気通信回線を通じて既放送番組等（※）を一般の利用に供する業務（以下「９条２項２

号業務」といいます。）が追加されました。 

※ ＮＨＫが放送した放送番組およびその編集上必要な資料（これらを編集したものを含む。）を

いいます。 

 

２ 改正放送法が施行された今年の４月以降、ＮＨＫでは、総務大臣の認可を受けて定

めた実施基準に則って、９条２項２号業務を実施していますが、１２月には利用者負

担によって行う番組アーカイブ業務「ＮＨＫオンデマンドサービス」を開始する予定

です。 

ＮＨＫでは、新たな業務の開始等に対応するため、視聴者の皆さまからの意見募集

を行ったうえで、別紙１のとおり変更案を取りまとめました。今後、総務大臣に基準

変更の認可申請を行い、認可が得られれば、速やかに実施してゆく考えです。 

  実施基準の変更案のより具体的な内容について、ＮＨＫオンデマンドサービスの概

要と仕組みについては別添１を、実施基準変更の考え方等（ＮＨＫのインターネット

サービスへのアクセス数の推移等および受信料を財源として行う業務の規模見直しの

考え方を含む。）については別添２を、それぞれ参照してください。 

  また、視聴者の皆さまからのご意見およびそれに対するＮＨＫの考え方については、

実施基準に関連するもの、それ以外のものを含め、「『インターネット実施基準』の

変更案等に関する意見募集実施結果」として、別途、ＮＨＫのホームページに公表し

ています。 

 

３ なお、ＮＨＫは、上記の９条２項２号業務のほかにも、インターネットによるコン

テンツ提供を行っています。例えば、番組制作等の本来業務の一環として行うものや、

災害・危機管理情報その他の緊急情報・選挙情報・外国人向け情報・番組の周知宣伝

等であって放送終了よりも前に提供を開始するものなどがあります。これらのうち、

本来業務の一環として行うものについては、それぞれの業務の目的に照らしてふさわ

しい態様・範囲で実施します。また、番組の周知宣伝については、当該番組の放送時

以前に実施することを基本とし、全体として当該番組の視聴促進に資する目的が明確

になるように編集を施して実施します。 

 

４ 番組アーカイブ業務の放送による周知・広報等については、実施基準に定めるとこ

ろによるほか、別紙２の考え方によることとします。 

 

 

資料３



 
５ ＮＨＫは、インターネットにより提供するコンテンツの編集に当たって、「ＮＨＫ

国内番組基準」（外国人向け情報については「ＮＨＫ国際番組基準」）に準じて取り

扱います。 

  また、以上のうち、受信料を財源として実施するインターネットサービスについて

は、毎年度、その実施基本計画を策定し、公表します。この場合、実施基準に基づい

て実施するものは、他のものと明確に判別できるような形で策定します。 

 

６ このほか、ＮＨＫは、いわゆるビデオ・オン・デマンド事業者等からの求めに応じ

てＮＨＫコンテンツを提供し、またはこれらの事業者に対して使用を許諾することが

ありますが、これらについては、別紙３の考え方によることとします。 

 

 

 

【参考資料１：放送法、放送法施行規則 関連条文】 

【参考資料２：これまでの経緯】 

 



 
放送法第９条第２項第２号の業務の基準（案） 

 

協会が放送した放送番組およびその編集上必要な資料（これらを編集したものを含む。

以下「既放送番組等」という。）を電気通信回線を通じて一般の利用に供する業務（放

送および有線テレビジョン放送法第２条第１項に規定されている有線放送に該当するも

のを除く。）（放送法第９条第２項第２号に規定されている業務。以下「本業務」とい

う。）については、次の基準に基づき実施する。 

 

第１ 本業務のうち、専ら受信料を財源として行うもの 

 

１．目的 

既放送番組等を、電気通信回線を通じて、受信料を財源として一般の利用に供する

ことにより、協会が行う放送を補完してその効果・効用を高めるとともに、国民共有

の財産であるこれらの既放送番組等を広く国民に還元する目的で、これを実施する。 

 

２．規模 

  年額４０億円程度を上限とする。 

 

３．既放送番組等の提供の態様 

 協会のホームページ（ウェブ上のサイトをいう。以下同じ。）において行うことと

し、当該ホームページにおいて、協会が放送した当該放送番組（以下「当該放送番

組」という。）の名称を明示する。 

 

４．既放送番組等の提供期間 

当該放送番組の終了後１か月程度（シリーズものの放送番組については、当該シ

リーズの終了後１か月程度）で終了することを基本とする。 

なお、当該放送番組が、我が国の過去の優れた文化の保存に寄与し、または歴史上

特に重要な事実を記録したものであって、受信料を財源として提供するにふさわしい

社会的意義を有するものについては、上記の期間にかかわらず、適宜提供を行う。 

 

５．災害・危機管理情報その他の緊急情報、選挙情報および外国人向け情報の提供 

  災害・危機管理情報その他の緊急情報、選挙情報および外国人向け情報の提供（外

国語によるものに限る。）については、２から４までの規定にかかわらず、必要に応

じ、積極的に実施する。 

 

６．画質 

  既放送番組等のうち動画形式によるものについては、インターネットを利用する国

民の大部分が問題なく視聴できる程度の画質で提供することを基本とし、その具体的

な画質等については、国民全体のインターネット接続環境の変化に応じて随時見直す。 

 

７．基本計画の作成と公表 

  各事業年度の開始前に、提供しようとする既放送番組等の具体的な内容等を記載し

た基本計画を公表し、これに則って実施する。 

別紙１



 
  各事業年度の基本計画は、必要に応じ、年度途中で変更することがある。 

 

 

第２ 本業務のうち、専ら受信料を財源として行うもの以外のもの（以下「番組アーカ

イブ業務」という。） 

 

１．目的 

既放送番組等を、電気通信回線を通じて、有料で一般の利用に供することにより、

国民共有の財産であるこれらの既放送番組等を広く国民に還元する目的で、これを実

施する。 

 

２．サービスの名称 

協会が、番組アーカイブ業務として、利用規約に基づき、日本国内において、電気

通信回線を用いて映像・音声コンテンツを配信し、利用者に有料で提供するサービス

（これに附帯するサービスを含む。）を、「ＮＨＫオンデマンドサービス」（以下

「本サービス」という。）と総称する。 

 

３．サービスの種類 

  本サービスの種類は、既放送番組等を、当該放送番組の放送後１週間程度の期間配

信する「見逃し番組サービス」、およびこれより過去に放送した既放送番組等を、一

定期間または期間を定めずに配信する「特選ライブラリーサービス」とし、「単品」、

番組等を複数本まとめた「パック」または「月額見放題パック」のいずれかの契約種

別により提供する。 

 

４．プラットフォーム事業者からの契約の申し出への対応 

① 本サービスは、サービスの普及および充実のためにプラットフォーム事業者（動

画配信サービスにおいて、動画管理、動画配信、メタデータ管理、顧客管理、課金

管理等の機能を一括して提供する事業者で、利用者との間に、本サービス提供の基

礎となる基本サービスの提供契約を締結し、または締結の予定がある者をいう。以

下同じ。）を介して実施することがある。ただし、パーソナルコンピュータを提供

端末とする場合を除く。 

② 協会は、プラットフォーム事業者から契約の申し出があったときは、契約の条件

について誠実に協議し、本サービスを実施するために求められる次の条件を満たす

と判断したときは、契約の締結を行う。なお、当該プラットフォーム事業者が、自

己が管理・監督可能な第三者に業務の一部を委託することによって条件を満たす場

合を含む。 

ア．本サービスを一体として取り扱い、本サービスのコンテンツ編成は協会が行う

こと。 

イ．協会が本サービスの利用に関する利用者との契約を行うこと。 

ウ．テレビジョン受信機を視聴環境とするプラットフォームサービスの場合、ハイ

ビジョン画質による番組提供ができること。 

エ．オンラインで既放送番組等およびメタデータの登録ができること。 

オ．協会の求めがあったときは番組の即時公開停止ができること。 



 
カ．プラットフォームサービスの対価を差し引いた当該プラットフォームを通じた

協会の収入見込みが、当該プラットフォーム事業者との契約に係り協会に新たに

発生する初期費用および運用費用を下回らないこと。 

キ．その他、公共放送としての協会の業務の遂行に支障が生じるおそれがないこと、

および、利用者の利便性に資する観点から問題が生じないこと。 

③ 契約の締結を行うプラットフォーム事業者の選定について、協会は、協会との取

引関係および資本関係の有無にかかわらず、不当に差別的な取り扱いを行わない。 

 

５．提供端末 

① 本サービスにおいて対象とする端末機器は、本サービスを利用するために必要な

次のソフトウェアまたは機能を備えたパーソナルコンピュータ、テレビジョン受信

機およびセットトップボックスであって、各々に必要な電気通信回線に接続された

ものとする。 

ア．配信する動画を再生するためのソフトウェアまたは機能 

イ．配信する動画の再生条件等を制御するコンテンツ保護ソフトウェアまたは機能 

ウ．配信する動画の内容情報等のメタデータの表示および視聴・購入等のユーザイ

ンターフェースを提供するソフトウェアまたは機能 

エ．個別認証を必要とする有料課金サービス等のサービスモデルを実現するソフト

ウェアまたは機能 

② ①の端末機器のうちテレビジョン受信機およびセットトップボックスについては、

本サービスの提供に関し協会との間で契約を締結したプラットフォーム事業者が提

供し、または当該プラットフォーム事業者の規格に準拠したものを対象とする。 

③ 技術進歩等によって本サービスを利用するために必要なソフトウェアまたは機能

を備えることにより、新たに①の条件を満たした端末に関しては、その普及の程度

および協会が新たに負担することとなる費用を勘案しつつ、逐次、提供端末に加え

る。 

 

６．本サービスの利用申し込みに対する応諾義務 

協会は、番組アーカイブ業務の実施に当たって、本サービスの利用希望者との契約

を、正当な理由なく拒まない。 

 

７．利用規約の作成 

利用者保護の観点から、本サービスの利用に関し、提供端末の諸条件に対応して、

あらかじめ、次に掲げる事項を含む利用規約をパーソナルコンピュータ向けおよび各

プラットフォームサービスごとに定める。 

① 本サービスを利用するには会員登録の申し込みを行う必要があること、および、

その申し込みに虚偽の内容がある等、本サービスの提供に支障を生じるおそれがあ

る場合には、協会が当該会員登録の申し込みを承諾しない場合があること。ただし、

本サービスがプラットフォーム事業者を介しており、本サービス専用の会員登録を

行うことなく購入の申し込みを行うことができる環境にある場合、当該プラット

フォームサービスの利用規約には、この項目は含めない。 

② 本サービスの利用料金は別に定め、個別の利用申し込みを受け付ける画面に表示



 
すること。 

③ 利用者によるコンテンツ利用の申込方法および協会による承諾の通知方法。 

④ 利用者から利用障害等が発生した旨通知があった場合、協会は、速やかにシステ

ム状況を調査し、協会の設備（協会が本サービスの提供のために必要な業務の一部

を委託した者の設備を含む。）に何らかの異常があったときは、協会の責任におい

て正常化のための必要な措置を講じるものとすること。ただし、本サービスがプ

ラットフォーム事業者を介している場合、当該プラットフォーム事業者の設備は、

その事業者が調査および必要な措置を行い、協会と連携して異常の解消にあたるこ

と。 

⑤ コンテンツ利用は個人としての視聴に限るものとし不特定または多数人に視聴さ

せてはならないこと等の利用者の禁止事項。 

⑥ 協会は、利用者の氏名、生年月日、電話番号等の個人情報を、別に定める「ＮＨ

Ｋ個人情報保護方針」および「ＮＨＫ個人情報保護規程」に則り適切に取り扱うも

のとすること。 

⑦ 協会は、⑥に定める個人情報を、本サービスの提供および広報、本サービスの向

上を目的とする利用者意向調査およびアンケートの実施、利用者からの問い合わせ

への対応ならびに利用規約違反、利用料金の未払い等利用者の債務不履行等の是正

のために取る措置の目的以外には利用しないこと。 

⑧ 本サービスの利用に関する契約の締結、提供の停止および解除の条件。 

⑨ 本サービスを終了する場合には、協会が利用者に対して事前に予告すること。な

お、プラットフォーム事業者を介している場合は、利用者に対する予告に必要な期

間を確保するため、当該プラットフォーム事業者との契約内容を整備する。ただし、

プラットフォーム事業者によるサービス継続が不可能となった契約解除の場合は、

当該プラットフォームを介した本サービスの利用者への事前の告知ができない場合

がある。 

⑩ ①から⑨までに定めるもののほか、協会および利用者の責任に関する事項等。 

 

８．個人情報保護について 

① 個人情報の保護に関する法律をはじめとする個人情報に関する法令その他の規範

を遵守し、協会の業務として個人情報を取り扱う者に対して、必要な教育を実施

する。なお、プラットフォーム事業者を介している場合は、当該プラットフォー

ム事業者がこれと同等の措置を行うよう当該プラットフォーム事業者との契約に

おいて定める。 

② 個人情報の利用を適正に行うための措置をとるとともに、個人情報の盗難、改ざ

ん、漏洩等によるプライバシー侵害その他の権利の侵害を防止するため、適切な

安全管理措置を講じる。 

③ 個人情報の適切な管理を行うため、個人情報保護に関する統括責任者、管理者お

よび担当者を配置する。 

④ 個人情報の取り扱いに関して寄せられた苦情および利用者本人からの開示等の求

めについては、協会のコールセンター、全国の放送局等で受け付け、迅速かつ適正

に対応する。 

⑤ ①から④までに定めるところによるほか、個人情報については、「ＮＨＫ個人情



 
報保護方針」および「ＮＨＫ個人情報保護規程」に則り適切に取り扱うものとする。 

 

９．利用料金の考え方 

① 本サービスを開始するに際し、利用料金の料額を決定するにあたっては、あらか

じめ利用料金収入の推計調査を実施し、これにより利用料金収入総額の推計値が最

大となる料額を基準として、放送番組等の提供を行う他の事業者の平均的な料金水

準に比し不当に低くならないことを加味し、その中心料金を設定するものとする。 

② ①の中心料金は、その適用される複数年度の計画期間中に見込まれる事業収支が

相償するものでなければならない。 

③ ①の中心料金を基準として、「単品」については番組の長さおよび市場性を考慮

したランクならびに画質に応じ、また、「月額見放題パック」については画質に応

じ、それぞれ標準的な料額を定めた料金表（以下「ＮＯＤ料金表」という。）を設

定する。 

④ 個々の提供番組については、ＮＯＤ料金表上のどのランクを適用するかを、当該

番組の市場性を評価したうえで、提供開始時に決定する。 

⑤ 個々の「パック」については、提供開始時に、３０パーセントを超えない範囲で

「パック」割引率を決定し、当該「パック」を構成する番組の「単品」の料額の合

計額に、当該決定した「パック」割引率を乗じた額を減じて、その料額を設定する。 

⑥ ＮＯＤ料金表は、その適用後６か月以上にわたり、利用料金収入が①の推計調査

結果に比し大幅に低い水準にあり、かつ利用実績その他の指標に照らしこれを改定

することにより収入の増加が見込まれるときは、必要な改定をすることがある。 

⑦ ＮＯＤ料金表は、毎年少なくとも１回実施する市場調査により、放送番組等の提

供を行う他の事業者の平均的な料金水準に比し不当に低いことが判明したときは、

その是正のため必要な改定を行う。 

⑧ 番組の長さおよび市場性を考慮したランクがＮＯＤ料金表に当てはまらない番組、

または権利確保のために要する経費が標準的な経費に比し著しく高額となる番組に

ついては、特別料金を設定することがある。 

⑨ シリーズ番組のうちの一部の番組について、当該シリーズ全体の利用料金収入の

増加が見込まれるときは、その料額を、無料もしくはＮＯＤ料金表記載の料額に比

し著しく低い額とし、またはその適用する「パック」割引率を３０パーセントを超

える高い率に設定することがある。ただし、この項の規定を適用する番組の提供本

数は、料額決定の透明性を確保する観点および過大な危険負担を回避する観点から、

当該年度の総提供本数の５パーセントを超えないこととする。 

 

10．区分経理 

① 番組アーカイブ業務に係る経理は、その他のものと区分して番組アーカイブ業務

勘定により整理する。 

② 既放送番組等を本サービスで使用するための一般勘定に対するコンテンツ使用料

として、他の事業者と同水準の権料を番組アーカイブ業務勘定の経費に計上する。 

③ 番組アーカイブ業務とその他の業務に関連する費用については、適正な基準によ

りそれぞれの業務に配賦して整理する。この場合の主な考え方は次のとおりである。 

ア．既放送番組等を電気通信回線を通じて一般に提供するために必要な権利確保に



 
要する経費、第三者に対する権料、原盤の制作に要する経費、一般勘定資産の設

備経費等については、「見逃し番組サービス」に係る経費はその全額を、「特選

ライブラリー番組サービス」に係る経費は、提供番組数の実績に応じて、それぞ

れ番組アーカイブ業務勘定に配賦する。 

イ．給与経費・退職手当および厚生費については、番組アーカイブ業務を実施する

要員相当分を、番組アーカイブ業務勘定に配賦する。 

ウ．協会の業務全般に共通して要する共通管理費については、費用の特性に応じ、

支出、要員数、専有面積等の実績により番組アーカイブ業務勘定に配賦する。 

 

11．収支差が生じた場合の扱い 

① 番組アーカイブ業務勘定の年度末における事業収支差損は、一般勘定からの短期

借入金で補填し、貸借対照表に繰越欠損金として表す。 

② 繰越欠損金の解消後の番組アーカイブ業務勘定の年度末における事業収支差益は、

原則として一般勘定への繰り入れを行う。ただし、番組アーカイブ業務勘定におけ

る翌期以降の番組アーカイブ業務実施のために必要と判断される範囲で、当該業務

勘定における翌期への繰り越しを行うことを妨げない。 

 

12．利用に関する契約の取り次ぎ 

本サービスの利用に関する契約の取り次ぎは、受信料の契約・収納活動と一体で行

わない。 

 

13．番組アーカイブ業務の周知・広報活動 

番組アーカイブ業務の周知・広報は、協会の公共放送としての品位と信頼を確保す

るとともに、公正競争の確保に留意しつつ、当該業務の目的に資するよう、実施する。 

 

14．操作方法・画面表示 

提供端末における操作方法および画面表示については、広く利用者に分かりやすく

利便性が高いものとなるよう、維持改善に努める。プラットフォーム事業者を介して

いる場合は、当該プラットフォーム事業者とともに、同様に取り組む。 

 

15．意見・苦情等への対応 

 ① 本サービスの利用者または利用を希望する者からの意見・苦情等は、協会が本

サービスの実施のために設置するＮＯＤコールセンターで受け付け、迅速かつ適切

に対応する。ただし、プラットフォーム事業者を介した本サービスの利用に関する

意見・苦情等は、当該プラットフォーム事業者のコールセンターで受け付け、内容

に応じて協会または当該プラットフォーム事業者が対応するとともに、両者で連携

して、本サービスのより円滑な利用を促進する。 

② 番組アーカイブ業務の遂行状況に関して外部事業者から寄せられた意見・苦情等

については、外部委員を含む審査委員会において、同業務の適正性の確保の観点か

ら検討を行い、必要な措置を講じる。 

 

16．資料の公表 



 
  ７の利用規約、９の①および⑦の調査結果、10 の③の配賦基準ならびに 15 の②の

検討結果および措置は、協会のホームページに掲載して公表する。 

 

17．検討 

① 番組アーカイブ業務勘定において繰越欠損金が解消したときは、９の規定にかか

わらず、その後の利用料金の考え方についてあらためて検討し、この基準の見直し

その他必要な措置を講じる。 

② 平成２５年度末において、番組アーカイブ業務勘定の単年度の事業収支差益が発

生せず、かつ繰越欠損金の解消がされないときは、番組アーカイブ業務の継続につ

いて検討を行い、必要な措置を講じる。 

 

 

第３ この基準の施行日 

 

  この基準は、平成２０年１１月２０日から施行する。 

 

 

第４ この基準の見直し 

 

 この基準は、本業務の実施状況、社会経済情勢の変化等を勘案して、その施行日か

ら３年後を目途に必要な見直しを行うこととする。 

 

 

第５ その他 

 

  第１の７の基本計画のうち平成２０年度に係るものについては、この基準について

総務大臣の認可を得た後、この基準の施行日までに公表する。 

 

 

 



 
番組アーカイブ業務に関する「実施基準」変更案関連事項 

 

１ 番組アーカイブ業務の放送による周知・広報 

 

 番組アーカイブ業務の周知・広報活動は、「実施基準」第２の１３項

に基づき実施します。 

 このうち、ＮＨＫの放送による周知・広報活動は、ＮＨＫの放送番組

編集の基本計画等に基づき、放送番組の編集の一環として実施するもの

であることから、別に方針を定めることとし、具体的には、サービス開

始に際して、定時編成の経営広報番組において業務の紹介を行うほか、

当面の間、随時編成のスポット広報番組において、週に数回程度、業務

の紹介を行い、その周知を図ることとします。 

 なお、「見逃し番組サービス」については、視聴者利便に資する観点

から必要な場合には、当該放送番組の放送に続けてその実施の事実を放

送により告知することがあります。 

 

２ 番組アーカイブ業務以外の業務に従事する職員等による同業務に関す

る問い合わせ対応 

 

 「実施基準」第２の１２項に定めるとおり、「ＮＨＫオンデマンド

サービス」の利用に関する契約の取り次ぎは、受信料の契約・収納活動

と一体で行いません。 

 ただし、ＮＨＫの職員および受信料の契約・収納業務に従事する委託

契約収納員が、視聴者から「ＮＨＫオンデマンドサービス」に関し問い

合わせを受けたときは、必要に応じ、その概要を説明することがあるほ

か、ＮＯＤコールセンターを紹介するなどして、適切に対処します。 

 

別紙２



 
インターネット利用のための既放送番組等の提供基準 

 

インターネットを通じて一般の利用に供する目的で、事業者から既放送番組等

の提供または使用承認の要請があったときは、次の基準により対処します。 

 

１．一般的な承認基準は次のとおりとする。 

 ① ＮＨＫの性格・使命を損なわないこと。 

・ ＮＨＫの不偏不党、政治的公平に対する信頼を損なわない。 

・ ＮＨＫまたはＮＨＫの番組を誹謗中傷する内容の企画に使用するもの

でない。 

・ 番組のイメージ・企画意図等を損なわない。 

・ 番組のリピート放送または貴重な素材の再使用に支障がない。 

 

 ② ＮＨＫの番組およびニュースの取材活動への支障がないこと。 

・ 公私を問わず、法的手続きあるいは係争のために援用しない。 

・ 特定の個人・団体を誹謗中傷する目的で使用しない。 

・ 取材相手のプライバシー、肖像権等を侵害するおそれがない。 

 

 ③ 過度の営利行為につながらないこと。 

 

 ④ 使用目的が反社会的でないこと。 

・ 公序良俗に反するおそれがない。 

・ 法令等に違反した使用につながらない。 

 

 ⑤ ＮＨＫ以外の権利者等の権利処理が可能であること。 

 

２．当該提供または使用承認に伴って費用の発生（番組アーカイブ業務との共

通経費のうち一般勘定に配賦されるものを含む。）が見込まれるときは、当

該提供先または使用承認先の事業者がこれを負担すること。 

 

３．当該提供または使用承認に当たって適用するＮＨＫコンテンツの使用料は、

ＮＨＫオンデマンドサービスおよび他の事業者への提供または使用承認に当

たって適用する使用料と同水準とする。 

 

４．提供または使用承認は、コンテンツの活用をより効果的に進める観点から、

提供の時期や期間、また使用メディアなどの諸条件について調整のうえ実施

する場合がある。 

 

５．提供または使用承認に当たっては、ＮＨＫとの取引関係、資本関係の有無

にかかわらず、特定の者に対し、不当に差別的な取扱いをしない。 

 

別紙３



ＮＨＫオンデマンドサービスの概要と仕組み ①

ＮＨＫのテレビで放送している番組の中から「大河
ドラマ」など毎日10～15番組とニュース５番組を
放送後１週間程度配信するサービス

｢見逃し番組」サービス
（放送後１週間程度の番組を配信）

過去に放送したドラマ番組、「映像の世紀」や
「ＮＨＫスペシャル」等の大型ドキュメンタリー番組
など、ＮＨＫの映像資産（アーカイブス番組）を配信
するサービス

｢特選ライブラリー」サービス
（ＮＨＫの映像資産を配信）

ＮＨＫが放送した番組を、ブロードバンド回線等を通じて、
パソコンや高機能ＴＶ等に有料で配信する

ＶＯＤ（ビデオ・オン・デマンド）サービスです。

※開発中の画面です

別添１



ＮＨＫオンデマンドサービスの概要と仕組み ②

①パーソナルコン
ピュータを端末と
して、ＮＨＫが
直接提供するサー
ビス

②プラットフォーム
事業者を介して、
ＮＨＫが提供する
サービス

ＮＨＫ

プラットフォーム

事業者

利用者
パーソナルコンピュータ

（ブロードバンド回線に接続され
たもの）利用申し込み

料金の支払い

コンテンツの配信

※②のサービスは、１２月のサービス開始時点では、一定の条件を満たすプラットフォーム事業者３社（「アクトビラビデオ・フル」サービスを行う
㈱アクトビラ、「Ｊ：ＣＯＭ オン デマンド」サービスを行う㈱ジュピターテレコム、「ひかりＴＶ」サービスを行う㈱ＮＴＴぷらら）を介して
実施する予定。（条件を満たす事業者から契約の申し出があれば、随時契約を締結）

各プラットフォーム事業者の
サービス対応の受信機または

セットトップボックス

①・②いずれの場合
もコンテンツの提供
主体はＮＨＫであり、
ＮＨＫと利用者が直
接契約を締結

・権利取得・権料支払い
・動画／メタデータ制作
・ラインナップ編成 等

・商品管理 ・会員管理
・課金管理 ・ページ制作／管理
・配信 等

外部事業者

利用申し込み
料金の支払い

コンテンツの配信
（ＨＤ）

売上報告
入金

コンテンツ
の動画と
メタデータ

【業務内容】



「インターネット実施基準」の新旧対照および変更の考え方等 

「現行」実施基準（平成２０年３月１２日総務大臣認可） 実施基準「変更案」 変更の考え方等 

既放送番組等を電気通信回線を通じて一般の利用に

供する業務（放送法第９条第２項第２号。以下「本業

務」という。）については、次の基準に従い実施する。

協会が放送した放送番組およびその編集上必要な資料（これらを編集した

ものを含む。以下「既放送番組等」という。）を電気通信回線を通じて一般の

利用に供する業務（放送および有線テレビジョン放送法第２条第１項に規定

されている有線放送に該当するものを除く。）（放送法第９条第２項第２号に

規定されている業務。以下「本業務」という。）については、本基準に基づき

実施する。 

基準の対象となる業務を、より分かりやすい形で

規定しました。 

１．本業務のうち専ら受信料を財源として行うもの 

 

第１ 本業務のうち、専ら受信料を財源として行うもの 

１．目的 

既放送番組等を、電気通信回線を通じて、受信料を財源として一般の利

用に供することにより、協会が行う放送を補完してその効果・効用を高め

るとともに、国民共有の財産であるこれらの既放送番組等を広く国民に還

元する目的で、これを実施する。 

 

番組アーカイブ業務の開始にあたって、専ら受信

料を財源として行うものの目的規定を追加しまし

た。 

 

（１）提供する情報の形態 

 協会が放送した放送番組およびその編集上必要な

資料（これらを編集したものを含む。）とする。 

＜削除＞ 前文に規定していることから、削除しました。 

（２）規模 

 年額１０億円程度を上限とする。（災害・危機管理

情報、選挙情報、外国人向け情報の提供、番組の周

知宣伝を除く。） 

２．規模 

  年額４０億円程度を上限とする。 

 

インターネット接続環境の高速化への対応等、今

後見込まれる実施経費の増を踏まえて見直すもの

です。 

ＮＨＫのインターネットサービスへのアクセス

数、経費等の推移については参考１を、受信料を

財源として行う業務の「規模」見直しの考え方に

ついては参考２を参照してください。 

（３）態様 

 放送番組ごとにホームページを作成することと

し、当該放送番組の終了後（シリーズものの放送番

組については、当該シリーズの終了後）１週間程度

とする。（災害・危機管理情報、選挙情報、外国人向

け情報の提供、番組の周知宣伝を除く。） 

 

３．既放送番組等の提供の態様 

 協会のホームページにおいて行うこととし、当該ホームページにおいて、

協会が放送した当該放送番組（以下「当該放送番組」という。）の名称を明

示する。 

 

４．既放送番組等の提供期間 

当該放送番組の終了後１か月程度（シリーズものの放送番組については、

当該シリーズの終了後１か月程度）で終了することを基本とする。 

なお、当該放送番組が、我が国の過去の優れた文化の保存に寄与し、ま

たは歴史上特に重要な事実を記録したものであって、受信料を財源として

ホームページの数が多くなりすぎ利用しにくい等

の指摘を踏まえ、個別番組ごとのホームページを

必須としないこととしますが、番組との関連性に

ついては番組名称の明示により担保します。 

 

提供期間については、番組ホームページへの視聴

者の反響のロングテール化等に伴い、提供の終期

を延長するとともに、国民共有の財産である既放

送番組等の国民還元の観点から、社会的意義のあ

るものは期間にかかわらず、適宜実施します。 

別添２ 



 

提供するにふさわしい社会的意義を有するものについては、上記の期間に

かかわらず、適宜提供を行う。 

（４）災害・危機管理情報、選挙情報、外国人向け情

報の提供については、必要に応じ、積極的に実施す

る。 

 

５．災害・危機管理情報その他の緊急情報、選挙情報および外国人向け情報

の提供 

  災害・危機管理情報その他の緊急情報、選挙情報および外国人向け情報

の提供（外国語によるものに限る。）については、２から４までの規定にか

かわらず、必要に応じ、積極的に実施する。 

 

報道機関として当然伝えるべき情報は、災害・危

機管理情報のみに止まらないことから、それらを

含めて、緊急情報として整理しました。 

外国人向け国際発信の強化に伴い、外国人向け情

報は外国語によるものに限るとして、その意義を

明確化しました。 

（５）番組の周知宣伝については、必要に応じ、適宜

実施する。 

＜削除＞ 特別な取り扱いは行わないこととします。 

 ６．画質 

  既放送番組等のうち動画形式によるものについては、インターネットを

利用する国民の大部分が問題なく視聴できる程度の画質で提供することを

基本とし、その具体的な画質等については、国民全体のインターネット接

続環境の変化に応じて随時見直す。 

高画質での提供を想定する番組アーカイブ業務の

開始にあたって、専ら受信料を財源として行うも

のの画質に関する規定を新設しました。 

 ７．基本計画の作成と公表 

  各事業年度の開始前に、提供しようとする既放送番組等の具体的な内容

等を記載した基本計画を公表し、これに則って実施する。 

  各事業年度の基本計画は、必要に応じ、年度途中で変更することがある。

現在自主的に「放送番組補完インターネット利用

計画」を作成していますが、本基準の対象とする

コンテンツ提供の基本計画に関する規定を新設し

ました。 

２．本業務のうち専ら受信料を財源として行うもの以

外のもの（以下「番組アーカイブ業務」という。） 

 当面の間、実施しない。 

第２ 本業務のうち、専ら受信料を財源として行うもの以外のもの（以下「番

組アーカイブ業務」という。） 

 ＜省略・・別紙１の第２を参照してください。＞ 

 

番組アーカイブ業務の開始にあたって、基準を全

面追加しました。 

（この業務の概要と仕組みについては、別添１を

参照してください。） 

３．実施日 

 放送法等の一部を改正する法律（平成１９年法律第

１３６号）の施行の日から実施する。 

第３ この基準の施行日 

  この基準は、平成２０年１１月２０日から施行する。 

 

 

番組アーカイブ業務の開始にあわせ、施行日を設

定しました。 

 

なお、本基準は、番組アーカイブ業務の開始にあたっ

て、遅くとも平成２０年１１月までに見直すこととす

る。 

第４ この基準の見直し 

 この基準は、本業務の実施状況、社会経済情勢の変化等を勘案して、そ

の施行日から３年後を目途に必要な見直しを行うこととする。 

 

現行基準どおり見直すとともに、今後の必要的見

直しの目途を３年後とします。 

 第５ その他 

  第１の７の基本計画のうち平成２０年度に係るものについては、この基

準について総務大臣の認可を得た後、この基準の施行日までに公表する。

 

経過措置を規定しました。 



 

ＮＨＫのインターネットサービスへのアクセス数、実施経費等の推移 

 

○ ＮＨＫのインターネットサービスへのアクセス数とホームページ数の推移 

 

「ＮＨＫオンライン」一日平均ページビュー 

「ＮＨＫケータイ」一日平均ページビュー 

「ＮＨＫオンライン」ホームページ数 

※20年度の一日平均ページビューは、４～９月の数値 

 

 

 

○ 放送補完インターネットサービスの実施経費（予算）の推移 

 

（単位 億円） 
年度 14 15 16 17 18 19 20 

実施経費 6.0 6.0 7.5 7.4 6.0 6.6 8.8

放送番組の二次利用 4.3 3.0 4.5 4.4 3.8 3.9 5.3

放送番組の関連情報 1.6 2.9 2.9 2.9 2.2 2.6 3.4

 

（参考１）
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参考データ （出典：総務省「平成２０年版 情報通信白書」） 

 

【インターネット利用者数および人口普及率の推移】 

 

 

【ブロードバンド契約数の推移】 

 

 



 

受信料を財源として行う業務の規模見直しの考え方 

 

 実施基準の変更案において、専ら受信料を財源として行う業務の規模について「年間４０

億円程度を上限とする」こととしています（変更案第１の２）が、これは、今後３年程度を

見越して考えられる経費見込みを踏まえて検討したものです。 

これまでの「約１０億円」という上限は、もともと平成１４年３月に公表された総務省

「日本放送協会のインターネット利用に関するガイドライン」で示されたものであり、その

後６年が経過し、その間の国民のインターネット利用の大幅な進展や接続環境の急速な変化

等を踏まえて、今回の見直しを行うことにしたものです。 

 

 この「年間４０億円程度」はあくまでも上限値として設定しようとするものであり、実際

の支出予算は、平成２１年度以降、毎年度の予算編成の中でＮＨＫ全体の財政状況を踏まえ

て経営委員会の議決により決定し、国会の承認を得ていくものですので、現段階で「４０億

円」の具体的な内訳があるような性格のものではありませんが、見直しの検討に当たっては

以下のような増加要素を見込みました。 

① 国内のインターネット接続環境の高速化、多様化等が進展するとともに、視聴者から

も現在ＮＨＫが提供している動画コンテンツについて、より良質の画質、より大きな画

像での提供を求める声が寄せられていることから、これらに対応する観点から、今後、

コンテンツ提供側のＮＨＫとしても、一定の基盤整備が必要になるものと考えています。

例えば、動画コンテンツの画質改善等のためのサーバー強化、多様化する各社の携帯端

末向けにコンテンツを自動変換するシステムの整備、デジタル権利管理システム（ＤＲ

Ｍ）の運用など、動画コンテンツの円滑な利用・提供に必要な基盤整備を進めるための

経費増が見込まれます。これは、最大で年間十数億円規模になることもあるものと見込

みました。 

② 今回の実施基準の変更により、従来の実施基準で「規模」の対象外としていた番組の

周知宣伝のうち、「既放送番組等の提供」に該当するものは「規模」の対象とすること

にしているため、新たにその部分の金額を見込みました。これは、最大で年間数億円規

模になることもあるものと見込みました。 

③ ①の基盤整備にあわせて、コンテンツ内容の適正性の確保と充実を図るため、ホーム

ページ編集体制の整備等のための経費増も見込んでいます。これは、最大で年間数億円

規模になることもあるものと見込みました。 

 

 放送法第９条第２項第２号の業務の現在（平成２０年度予算）の実施経費８.８億円に、

最大で年間二十数億円規模になることもあるものと見込まれるこれらの増加見込み分を加え

ると、合計で最大年間三十数億円規模となることも見込まれるため、上限値としては「年間

４０億円程度」に設定することとしたものです。 

 

（参考２）



 

いずれにしても、この「年間４０億円程度」はあくまでも上限値として設定するもので

あって、実際の支出予算は、毎年度の予算編成の中でＮＨＫ全体の財政状況を踏まえて決定

し、国会の承認を得て確定し、ＮＨＫ予算資料の中で公表してゆくことになります。 

 

 

 

【参考】 動画コンテンツのデータ量について 

 動画コンテンツのデータ量は、文字によるコンテンツに比して格段に大きく、その提供

のためには非常に大きなサーバー容量が必要になります。 

 動画コンテンツのデータ量は、そのコンテンツの内容等によってさまざまですが、現在

ＮＨＫがインターネットで提供している動画コンテンツ（伝送速度は３８４ｋｂｐｓ（毎

秒キロビット）。注）の平均値を計算すると、３分の動画コンテンツのデータ量はおよそ

２４０ＭＢ(メガバイト)。注)となります（動画コンテンツ１秒あたりのデータ量が平均 

１.３ＭＢとなるものとして試算）。 

 一方、例えば一般的な新聞１日分（朝刊および夕刊）の記事はおよそ３０万文字とされ

ますので、これをデータ量に換算すると０.６ＭＢとなります。 

 したがって、３分の動画コンテンツのデータ量は、単純計算すると、新聞記事の約４０

０日分に相当するという試算になります。 

 

（注）ビット、バイトとは 

ビットとは、データにおける最小の単位で、１ビットは、“１”と“０（ゼロ）”

の２つの値をもっています。 

バイトとは、情報量の単位で、１バイトは８ビットです。デジタルデータを扱う場

合、情報の記憶や処理、伝達をバイト単位で行なうことが多い。 

なお、キロは１,０００倍ですので、３８４ｋｂｐｓは、毎秒３８４,０００ビット

を送る伝送速度です。また、メガはキロの１,０００倍、すなわち１００万ですので、

２４０ＭＢは、２億４千万バイトの情報量となります。 

 



 

放送法、放送法施行規則 関連条文 
 

放送法 

 

 （業務） 

第９条 協会は、第７条の目的を達成するため、次の業務を行う。 

 一～五 （略） 

２ 協会は、前項の業務のほか、第７条の目的を達成するため、次の業務を行うことができ

る。 

一 （略） 

二 協会が放送した放送番組及びその編集上必要な資料（これらを編集したものを含む。

次号において「既放送番組等」という。）を電気通信回線を通じて一般の利用に供する

こと（放送及び有線テレビジョン放送法（昭和４７年法律第１１４号）第２条第１項に

規定する有線放送に該当するものを除く。）。 

三 既放送番組等を、放送番組を電気通信回線を通じて一般の利用に供する事業を行う者

に提供すること。 

四 （略） 

五 前項の業務に附帯する業務を行うこと（前各号に掲げるものを除く。）。 

六～八 （略） 

３～８ （略） 

９ 協会は、第２項第２号の業務を行うときは、総務大臣の認可を受けて定める基準に従わ

なければならない。 

10・11 （略） 

 

 （支出の制限等）  

第３９条 協会の収入は、第９条第１項から第３項までの業務の遂行以外の目的に支出し

てはならない。  

２ 協会は、第９条第２項第２号及び第３項の業務に係る経理については、総務省令で定め

るところにより、その他の経理と区分し、それぞれ特別の勘定を設けて整理しなければな

らない。 

 

 

放送法施行規則 

 

 （区分経理の方法） 

第１１条の３ 協会は、法第９条第２項第２号の業務（専ら受信料を財源として行うもの

を除く。以下「番組アーカイブ業務」という。）及び同条第３項の業務に係る経理につい

て、その他の経理と区分し、それぞれ特別の勘定を設けて整理しなければならない。 

２ 協会は、番組アーカイブ業務、法第９条第３項の業務及びこれらの業務以外の業務のう

ち二以上の業務に関連する費用については、適正な基準によりそれぞれの業務に配賦して

整理しなければならない。 

参考資料１



 

これまでの経緯 

 

 平成１９年１２月  放送法改正 

・ＮＨＫの任意業務として、「既放送番組等」をブロードバンド等の電気

通信回線を通じて一般の利用に供する業務を追加 

・総務大臣の認可を受けて定める基準に従って業務を実施することを規

定 

・サービスの利用者が負担する料金を財源として行うもの（番組アーカ

イブ業務）については、これに要する経費や利用料金収入をその他の

経理と区分することを義務付け 

 

 平成２０年 ３月  実施基準 総務大臣認可 

・ＮＨＫが放送法改正前から「附帯業務」として実施してきた「放送の

補完利用としてのインターネット利用」を引き続き実施するために必

要な範囲で、９条２項２号業務のうち専ら受信料を財源として行うも

のに関する基準を定めたもの 

 

 平成２０年 ４月  改正放送法施行 

 

 

（平成２０年１２月  「ＮＨＫオンデマンドサービス」開始予定） 
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